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◎ 大学の概要 

 
 

（１）現 況 

 

① 大学名 

大分県立芸術文化短期大学 

 

② 所在地 

大分県大分市上野丘東１番１１号 

 

③ 役員の状況 

   理事長（兼学長）  利光 功 

   理事        ６名（常勤３名、非常勤３名） 

   監事        ２名 

 

 ④ 学部等の構成 

   学科 

    美術科（美術専攻、デザイン専攻） 

    音楽科（声楽専攻、器楽専攻） 

    国際文化学科 

    情報コミュニケーション学科 

   専攻科 

美術専攻 

音楽専攻 

 

 ⑤ 学生数及び職員数（18年 5月 1日現在） 

  ○学生数 

   学科 

    美術科（美術専攻、デザイン専攻） １６３名（収容定員 １５０名） 

    音楽科（声楽専攻、器楽専攻）   １５１名（収容定員 １３０名） 

    国際文化学科           ２２６名（収容定員 ２００名） 

    情報コミュニケーション学科    ２３０名（収容定員 ２００名） 

   専攻科 

美術専攻              ２０名（収容定員  １５名） 

音楽専攻              １６名（収容定員  １２名） 

 

        計            ８０６名 

 

 

  ○職員数 

    教員数（常勤のみ）         ５０名 

    事務職員              １１名 

 

        計             ６１名 

 

 

（２）法人の基本的目標 

１ 教育 

   芸術系学科と人文系学科から成る大学の特色を生かし、質の高い専門教育及び教養教

育を学生に提供することにより、幅広い教養及び優れた技能並びに専門的な知識及び総

合的な判断力を持ち、広く社会で活躍できる人材を育成する。 

 

２ 研究 

   芸術と文化に関する特色ある研究活動を推進し、国内はもとより国際的な視野に立っ

た研究成果を創出する。 

 

３ 社会貢献 

   地域社会のニーズにこたえ、開かれた大学として県民に広く学習の機会を提供すると

ともに、教育研究の成果を積極的に地域社会に還元し、地域社会の発展に貢献する。 

 

４ 組織運営 

   適切な組織・人事体制を確立するとともに、経営及び財政の適正化と効率化を図る。

また、適切な点検・評価体制を構築し、運営の透明性の確保に努めるとともに、公立大

学法人としての説明責任を果たす。 
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全 体 的 な 状 況

 
 
１ 全体概要 
法人化初年度にあたる本事業年度においては、6 年間の中期目標達成に向けての大学の基盤づく
りの年と位置づけ、すべての分野について広く、網羅的に取り組んだ。 
その中でも主要なものとして、教育研究分野では、専攻科の改編や教育カリキュラムの充実、学

生確保のための入試改善策や広報対策、進路支援の強化など、また、社会貢献分野では、教育研究

の地域住民への還元や地域自治体等との新たな連携づくり、業務運営分野では、理事長のもとに全

教職員一体となった運営体制の整備や財務運営における民間的経営の導入などに取り組んだ。 
 
 Ⅰ 教育研究等の質の向上 
(1)専攻科の 2年制導入 

   これまで 1年制の専攻科（美術専攻、音楽専攻）を設置していたが、学生からの修業期間の延
長希望に対応するため、4 年制大学と同じ学士の取得が可能となる 2 年制認定専攻科の導入に取
り組んだ。9月に大学評価・学位授与機構に申し出を行い、2月に認定を受けたため 19年度から
スタートすることができた。 

 
(2)教育カリキュラムの充実 

本学の特徴である芸術系と人文系の学科からなる本学の特性を生かして、芸術性、学際性、実

践性、時事性、地域性を身につけさせるため、教育内容の充実を図った。 

○教養教育 

「芸術文化Ⅰ・Ⅱ―鑑賞とマネジメント」「キャリア・プランニング」「地域社会特講Ⅰ・Ⅱ」

「情報機器基礎演習」等、新たな科目を設置した。 

○専門教育 

美術科では、夏季休業中を利用した学生の興味に応じた選択授業の実施、音楽科では、「若さあ

ふれるコンサート」や「地域巡回演奏会」など年１０回を超える学外演奏会の開催、国際文化

学科では、編入学等希望学生向けた「論文作成基礎」を開講、情報コミュニケーション学科で

は、「ニュース英語Ⅰ・Ⅱ」「心理学特講Ⅰ・Ⅱ」「社会学演習Ⅰ・Ⅱ」等の新設、１９年度には

社会参加する能力を育成するサービスラーニングを開設した。また、平成18年度には英語検定

試験合格者多数により、財団法人日本英語検定協会より優良団体賞を受けた。 

 

 (3)魅力的な授業の展開 

学生による授業評価ならびに卒業生・修了生に対する満足度アンケートを実施するとともに、

授業評価の結果に対して各教員が今後の改善等を記した自己評価レポートを作成する制度を導入

した。また、講義形式の授業の工夫・改善に関する各教員のノウハウを集約した実践事例集を作

成・配布し、学生の自発性や積極性を引き出す方策について各学科で検討した。 

 
(4)学生募集対策 

優秀な学生を確保するため、受験しやすい入試制度の見直しと大学の広報活動に力をいれた。

入試については、人文系一般前期試験への大学入試センター試験の導入や後期試験での個別面

接試験の廃止、また、推薦入試における推薦人数や推薦要件の緩和などの見直しを実施した。 

 

      大学の広報については、大学案内や大学ホームページの全面リニューアル、大学説明会や高校

訪問の組織的・計画的な実施、オープンキャンパスの内容充実、新たに教職員、学生、ＯＢ一体

となって芸術文化短大フェスタを開催するなど広報活動に積極的に取り組んだ。 

 

(5)学生支援対策 

進路支援室に進路支援主任（教員）を配置し、体制の整備を図った。 

インターンシップでは、新規受け入れ企業の開拓に取り組み、前年度比2倍の学生が参加することがで

きた。また、就職希望者には模擬面接の実施、進学希望者には編入学ガイダンス、「キャリア・プランニ

ング」の開講や「進路オリエンテーション」、個別指導などを実施した。平成 18 年度卒業生の就職率は

92.0％、進学率は93.5％となり、いずれも平成17年度を上回った。 

また、経済的な支援策として学費の減免制度の要件の見直しや大学独自の授業料奨学融資制度を

創設した。 

 

(6)研究の活性化とその還元 

産学官の共同プロジェクトは①由布市との小中学校情報推進支援業務、②竹田市におけるコン

ピュータグラフィックスによる岡城復元計画(竹田市・大分大学・本学)、③インターネットを活

用する企業活動支援事業共同研究（ハイパー研）。また、他の大学や研究機関との連携は、新居浜

工業高等専門学校、大分大学都市計画研究室、武蔵大学、大分県産業科学技術センターとの連携

があった。 

 

(7)教育研究の成果の地域還元 

４学科がそれぞれの特徴を生かした４つの公開講座（①「ガチンコ勝負 山田耕筰」②「英語

で語ろう世界のあれこれ」③「美の文化遺産をめぐる旅、東へ西へ」④パソコン実習中級「プロ

グラム、３Ｄ（３次元）、画像編集の世界」）と１つの学外公開講座（「気ままにデッサン」inはざ

ま）を開講した。 

また、地域の市町村を巡り、クラシック音楽を提供する地域巡回演奏会や学外からの依頼に応

えて行う出前演奏会、学生による企画展等を開催し社会貢献に努めた。 

 

(8)地域社会との連携推進 

本学教員が地方自治体や公共機関において、各種の審議会・委員会に参画し、政策立案や企画

実施の面で貢献したほか、各種講演会や演奏会に講師・審査委員として多数協力した。 

また、これまで個別に連携してきた大分市との間に包括連携協定を締結し、幅広い分野で協力

していくこととなった。 

 

(9)国際交流の推進 

新しい海外留学先の開拓調査を実施し、オーストラリアのクイーンズランド・インターナショナ

ル・ビジネスアカデミー及び韓国のソウル市立大学との協定締結を行い、学生の海外語学研修の環

境を拡充した。また、「大学コンソーシアムおおいた」に参加し国際交流の推進を図った。 
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 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
(1)理事長のリーダーシップのもと全教職員一体となった運営体制の確立 

    組織については、これまでの教授会のほかに理事会、教育研究審議会、経営審議会を設置し、

理事長のリーダーシップが発揮できる機動的な運営組織を確立し、迅速かつ柔軟な運営が行われ

ることとなった。   

また、年度計画の着実な実施を図るため、実施項目の担当委員会を明確に定め、教職員がいず

れかの委員会等に必ず参画する体制をとることにより全教職員一体となった業務運営を行った。

財政面においては、理事長の裁量枠の設定や予算の重点化等の基本方針を定めた予算編成方針

を策定し、効率的・効果的な予算執行を行うこととした。 

 

(2)学外有識者の登用による民間的発想の導入 

学外の有識者や専門家を登用し、経費節減や広報活動などについて様々な民間意見を得ること

により、学外からみたこれまでの大学の姿を知るとともに、業務運営や教育方針等の取組に活か

すことができた。 

 

(3)柔軟な教員活動を支援する人事制度 

勤務形態については、全教員に裁量労働制を導入し、授業、研究、学生指導、大学運営業務な

どへの柔軟な対応が可能となり、業務の効率的、効果的な執行が図られた。また、教員が非公務

員となり、これまでの兼業規制を大幅に緩和した新たな職員兼業規程を定めたことにより、地域

に貢献する大学として教員の積極的な学外活動が推進された。 

 

(4)教員の意欲を醸成する業務評価制度の導入 

教育研究審議会に作業部会を設け、評価制度について他の大学等の調査検討を行い、教員の意

識・意欲及び能力の向上に資する教員業績評価制度を導入した。検討途中で出た問題点について

は、19年度にワーキンググループを設けて継続して審議を行い、よりよい評価制度を構築する。

 

(5)優れた人材の確保 

目標期間における組織、職員定数、職員採用、勤務形態等人事に関する基本計画を策定した。

また、優れた業績を上げ社会で活躍している者を客員教授として採用する制度を設け、18年度

は、大分県出身の世界的ソプラノ歌手の佐藤美枝子氏を客員教授に委嘱した。 

 
 Ⅲ 財務内容の改善 
 (1)事務等の効率化 

学生の受講科目申請や教員による成績入力の電算化、授業料の口座引き落とし制度の導入などよ

る事務の迅速化・効率化を図った。学内ＬＡＮ「デスクネッツ」の導入による情報の周知徹底、迅

速化、ペーパーレス化を推進した。 

 
(2)経費の抑制 

光熱水費は削減対策を定めて、教職員に周知するとともに、毎月 17 年度との対比を示し、コス

ト意識の醸成を図った結果、削減目標５％に対し１０％の削減を実現できた。 
また、プロポーザル方式による一括発注（教務学生管理システムと図書館システムの更新）や複

数年契約（大学案内や入試募集要項の作成、庁舎管理委託業務）等を行い経費の抑制を図った。 

 

(3)外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

科学研究費補助金は、積極的な申請を要請し、平成18年度は５件の申請があった。 

また、自治体と２つの事業連携を行い外部研究資金を得た。（由布市との小中学校情報推進支援

業務や竹田市との史跡岡城ＣＧ作成業務） 

授業料、入学考査料、入学料の改定、授業料の口座引き落とし制度の導入等により、確実な収

入確保と事務の省力化を図った。 

 

(4)資産の適正管理及び有効活用 

固定資産管理システムによる資産管理を行うとともに、グランドや講義室等の大学施設につい

て、大学の公開と地域への貢献の観点から貸付規定を定め、適切な利用料で公共的団体や地域住

民グループ等への貸し付けを行った。 

 

 Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供の充実 

(1)自己点検・評価 

１年間の大学の取り組みについて効果的な自己点検、評価を行うため、年度計画の９月末及び

12月末の実施状況をとりまとめ、進捗の遅れている項目等については担当専門委員会に実施を促

した。自己評価委員会の点検、評価結果については19年度計画の策定に反映させた。 

また、３年ごとに実施している本大学独自の自己点検・評価を 19 年度に実施するための実施

組織を設置した。 

 

(2)情報公開の推進 

大学情報の積極的な公開を推進するため、基盤となる規程（情報公開規程及び個人情報保護規程）

を策定し、大学の透明性を確保する体制を整えた。 

情報の発信媒体としては、大学ホームページの全面リニューアルを行い、「法人情報」枠を設け

るなど大幅にコンテンツを拡充した。ホームページ担当教員が新着情報等を積極的に発信してい

る。広報紙「エピストゥラ」の充実を図り、オープンキャンパス時や高校訪問時等に配布した。 

 

Ⅴ その他業務運営の推進 

(1)大学の安全管理 

防災・防犯等対策マニュアルを策定し、学生、教職員参加による防災訓練を実施した。 

また、警察官による防犯講話を実施するとともに、建物等の危険箇所の点検、外部からの不審

者のチェックなどを常時実施している。 

健康管理の面では全学生への健康診断の実施、ＡＥＤの設置を行った。教職員に対しては、職

員安全衛生管理規程の策定、健康診断の徹底と事後の面接指導により、健康管理の啓発に努めた。 

ＩＴに関する安全対策としては、情報セキュリティガイドラインを策定し、全教職員に研修を

実施した。学生への教育は一般教養科目として情報機器基礎演習を設けて実施している。 

 

 (2)人権啓発の推進 

教職員に対する専門家による人権研修会の実施、県の実施する人権研修会やイベントへの参

加、人権問題に関する実態調査等により人権に対する教職員の啓発の強化に努めた。 

また学生に対しては、６つの人権科目を設置し、人権講話や障がい者による特別講演会を開催

した。ＮＰＯ法人あしなが育英会の募金活動などへの参加を推進するなど人権教育を推進した。 
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２ 年度計画の全体総括と課題 
 
Ⅰ 全体総括 
本学は、18年 4月１日これまでの県立大学から公立大学法人に移行し、新たな制度や仕組みが
導入されたが、特に支障をきたすことなく順調に推移し、一定の成果を得ることができた。 
 

 【教育研究】 
○造形専攻、音楽専攻の２年制認定専攻科が認められたことにより、４年制大学と同じ学士の学

位が取得可能となり、大学院進学への途も開け、学生や保護者から高い評価を得た。１９年度

の志願者は定員３０名に対して７３名（造形専攻３６名、音楽専攻３７名）と予想を大きく上

回った。 
○学生の進路支援では、進路支援室の設置や進路支援主任（教員）の配置による体制の整備を図

ったことで、インターンシップへの参加学生が前年度比2倍に増加し、平成18年度卒業生の就職率は

92.0％、進学率は93.5％といずれも平成17年度を上回った。 

 
 【社会貢献】 
○これまでの学内での公開講座や地域巡回演奏会に加え、学外での公開講座、ふれあいアート講

座、出前演奏会の開催、また、学内演奏会を公開演奏会に変更することなどにより、これまで

以上に多くの方々に鑑賞の機会を与えることができた。 

○本学所在地の大分市とは、これまで各種の審議会等の委員や講演会の講師、単発のイベント参

加など個別に連携してきたが、大分市との間に包括連携協定を締結したことにより、今後幅広

く、計画的に様々な分野で協力していくことができることとなった。 

 
 【業務運営】 

○理事会、審議会等の新しい組織体制の確立、裁量労働制、教員評価制度等の人事制度の導入、

学外者の登用、民間的企業会計の適用など公立大学法人としての基盤が概ね確立されたことに

より、今後の順調な業務運営が期待される。 

○光熱水費の削減については、削減目標・対策を定めて、全教職員への周知、目標値の進行管理

を徹底することによって、削減目標５％に対し１０％の削減を実現できた。 
また、プロポーザル方式による一括発注や複数年契約等を行い経費の抑制、事務量の削減がは

かれた。 

 

Ⅱ 課題 

   １８年度は、概ね順調に年度計画を実施したが、その過程で生じた問題点や課題については、

１９年度以降の取り組みの中で検討し、解決していくことが必要である。 

 

【教育研究】 

○２年制認定専攻科については、高い評価を得ているが、現在は在学生や本学卒業生が中心であ

り、学外の高校生や短大生等への周知は十分ではない。今後、県内外の高校や短大等への広報

を強化し、周知を図る必要がある。また、学生数の増加による、講義室等や教育機材の確保等

が課題である。 
○本年度は、受験者数、入学者数ともに１７年度を上回ったが、少子化の中で短大を希望する高

校生の減少は続いている。その中で、優秀な学生を確保するためには、教育内容や学生支援な

ど魅力ある大学づくりについて全学上げて研究する必要がある。 
 
【社会貢献】 
○本年度締結した大分市との包括連携協定に基づき、本学の特色である芸術文化分野を生かした

連携事業について大分市と共同で実施していきたい。また、これまで個別の連携があった他の

自治体等との包括協定も推進していきたい。 
○本学では多くの演奏会や展示会等を実施しているが、より多くの方々に鑑賞していただくため

に積極的な広報活動が必要である。 
 
【業務運営】 

○現在、事務職員は全員県からの派遣であるが、今後は県派遣職員の縮減に伴う大学固有事務職

員の採用を行う必要がある。 
○教員評価制度を導入したが、より良い評価制度を構築するため随時検討を重ねていく必要があ

る。 
○学生の安全を確保するため、防災マニュアルを策定し実施訓練をおこなったが、今後も定期的

に自然災害を想定した実施訓練を継続して行っていく必要がある。 
○施設が老朽化しており、運営に支障が出ないように計画的に点検、修繕を行っていく必要があ

る。 
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項 目 別 の 状 況

 
 

 

中期 

目標 

ア 教養教育 

(ｱ)教育課程  芸術系学科と人文系学科から成る大学の特色を生かし、芸術・文化に関する幅広い教養を養うとともに、社会の中で自立して生きる力、外国語及び情報処理に関する基礎的な力並びに心身の健康に関

する基本的な認識を養う。        

(ｲ)外国語教育 基礎的なコミュニケーション能力を養うとともに、異文化に対する理解を深める。 

(ｳ)情報教育  情報処理に関する基礎的な知識及び技能の習得を図る。 

(ｴ)実施体制  教養教育を効果的に実施するための全学的な組織体制を確立する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価 

評価委員会コメント 

(ア)教育課程 

○一般教養科目に「芸術文化Ⅰ―鑑賞とマネ

ジメント」及び「芸術文化Ⅱ―鑑賞とマネ

ジメント」を新設し、芸術文化に関する感

性教育の充実を図る。 

(ア)教育課程 

○一般教養科目に「芸術文化Ⅰ―鑑賞とマネジメント」及び

「芸術文化Ⅱ―鑑賞とマネジメント」を新設した。 １ Ⅲ  

 （ア）教育課程 

a 芸術系と人文系の学科から成る

本学の特徴を生かし、学生の芸術

文化に対する関心を高め、素養を

身につける授業科目を充実させ

る。 

 また、学生が興味に応じて幅広い

教養を身につけることができる

ように、芸術系と人文系をまたが

って授業科目を選択受講しやす

くするため、講義時間割を工夫す

る。 

 

○共通教育委員会において、一般教養科目を

履修する上での時間割の問題点に関して、

教員の意見を聴取するとともに、共通教育

科目の履修状況を調査し、時間割の問題点

を分析する。 

○時間割の問題点について教員の意見をアンケート形式で聴

取した。また、平成18年度共通教育科目の履修状況を調査

し、問題点を共通教育委員会で検討した。 

１ Ⅲ    

 

ｂ 学生に幅広い教養と社会の中で

自立して生きる力を身につけさ

せるために、学際性、実践性、時

事性、地域性を考慮しつつ、授業

科目を充実させる。 

 

○情報コミュニケーション学科の専門科目で

ある「地域社会特講Ⅰ・Ⅱ」を一般教養科

目の枠内で他学科の学生にも履修可能と

し、地域社会の理解と地域づくりへの参加

を促進する。また、既設の「自立を考える」

「大分の美術」等、特色ある授業科目の内

容の充実に向け、検討を進める。 

○「地域社会特講Ⅰ・Ⅱ」を一般教養科目として設定し、他

学科の学生にも履修可能とした。また、後期開講の「自立

を考える」では外部講師による講演も実施し内容の充実を

図った。 

 

１ Ⅲ  

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

(1) 教育の内容 
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

ｃ 心身の健康に関する基本的な認

識を育てるために、保健やスポー

ツ、精神的健康に関する授業科目

を充実させる。 

○これまで保健体育科目では健康・スポーツ

（必修１単位）のみが卒業単位であったが、

健康・スポーツＡ～Ｃ（選択各１単位）も

卒業単位とし、学生が履修しやすいように

する。また、現代生活や学生のニーズに合

った内容を講義の中で展開する。さらに、

平成19年度に向けて、精神的健康に関する

内容を保健体育科目及び一般教養科目に盛

り込むことを検討する。 

○健康・スポーツＡ～Ｃ（選択各１単位）を卒業単位（一般

教養）として含めることができることとした。健康・スポ

ーツ（必修）の中では、ワールドカップサッカーやダイエ

ットについてなど現代生活や学生のニーズに合った内容を

講義に取り入れた。平成19年度には、精神的健康に関する

内容として、保健体育科目の健康・スポーツに睡眠やスト

レス解消法について盛り込むこととした。 

１ Ⅲ  

 

ｄ 新入生が本学の学習活動を円滑

に進めることができるように、全

学的に「導入教育」を実施する。 

 

○既に「導入教育」を行っている学科の実施

状況と成果を共通教育委員会で取りまとめ

る。また、各学科で「導入教育」の必要性

と内容を検討する。 

○各学科の「導入教育」の実施状況等をまとめた。平成19

年度より、国際文化学科で、１年次生の必修科目として「教

養ゼミナール」の新設を決定した。 
１ Ⅲ  

 

ｅ 学生の進路選択に対する意識を

高めるために、進路(就職・進学)

に関わる科目の内容と指導方法

を充実させる。 

○学生が進路について考える機会とするた

め、一般教養科目に「キャリア・プランニ

ング」を新設する。 

○一般教養科目（後期）に「キャリア・プランニング」を新

設し、企業・団体の方々による公演とセミナーを実施した。

 
１ Ⅲ    

 

ｆ 芸術と文化に対する関心を高

め、素養を身につけるために、展

覧会や演奏会、地域における芸術

文化活動、地域イベント等への参

加を促進する。 

○一般教養科目に新設する「芸術文化Ⅰ」及

び「芸術文化Ⅱ」において、芸術文化とア

ート・マネジメントに関する講義と鑑賞を

行うとともに、教務学生部において、１年

生を対象に過去２年間行ってきた「特別芸

術文化鑑賞」を継続して実施する。 

○新設した「芸術文化Ⅰ」「芸術文化Ⅱ」にて授業を行った。

また、１年生を対象として「特別芸術文化鑑賞」を前期２

回、後期３回実施した。 
２ Ⅳ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

（イ）外国語教育 

 学生の外国語に対する関心や能

力に合わせて、複数の外国語科目

の中から選択できる体制を整備

する。 

 学生の意欲や能力等を考慮しな

がら、少人数クラスや習熟度別ク

ラスなど外国語教育を効果的に

行うための実施体制を整備する。 

（イ）外国語教育 

○本学では７カ国語の外国語科目が用意され

ており、全学科の学生が、その中から各自

の関心に応じて自由に選択して履修するこ

とができる。授業の実施にあたっては、す

べての学生が希望の外国語を履修できるこ

と、１クラスの人数が過多にならないこと

を目指してクラス編成を行う。今後は、LL

委員会を中心に、より有効な外国語教育を

実現するため、本学における現況と課題、

その改善案についての調査・検討に着手す

る。 

(イ) 外国語教育 
○学生の履修希望を優先し、受講者数が過多にならないクラ

ス編成を実施した。外国語教育における現況と課題を把握

するため、外国語担当教員（専任）に対してアンケート調

査を行い、意見を集約した。 

１ Ⅲ  

 

（ウ）情報教育 

 全学生が情報処理の基礎的な知

識と技能を身につけることがで

きるように、情報関連科目を充実

させる。 

（ウ）情報教育 

○情報処理の入門教育を充実させるため、一

般教養科目に「情報処理基礎演習」を開講

する。また、情報教育センターにおいて、

情報教育に関する現在の問題点を洗い出

し、改善策を検討する。 

(ウ)情報教育 

○一般教養科目に「情報機器基礎演習」を開講した。また、

情報教育に関する現在の問題点を分析し、今後の改善策を

検討した。情報機器応用演習では、１月10日にIT活用能

力テストを行い、170人が受験。情報科学平均得点50.8、

基礎演習平均得点57.3だった。 

１ Ⅲ  

 

（エ）実施体制 

a 教養教育と専門教育の連携及び

学生支援の充実を図るために、現

行の組織である「一般教育」を改

組し、その所属教員を各学科に配

置する。 

（エ）実施体制 

○平成17年度までの組織である「一般教育」

を改組し、その所属教員を各学科に配置す

る。 

 

(エ)実施体制 

○平成18年度より「一般教育」を改組し、その所属教員を各

学科に配置した。 
１ Ⅲ  

 

b 教養教育の教育課程については、

共通教育委員会(本学の教養教育

のカリキュラムを企画、立案する

委員会)を中心に現状の問題点を

検討しつつ、本学の教育目的によ

りふさわしい編成を行う。 

○共通教育委員会において、教養教育の問題

点に関する教員の意見を聴取するととも

に、教養教育科目の履修状況を調査し、検

討すべき課題を抽出したうえで、改善策を

探っていく。 

○教養教育の問題点に関する教員の意見をアンケート形式で

聴取した。また、教養教育科目の履修状況を調査し、履修

者数が非常に多い科目について改善策を検討した。 
１ Ⅲ  

 

c 各学科に所属する教員が教養科

目を担当することを推進し、教養

教育と専門教育の有機的連携を

図る。 

○共通教育委員会において、教養教育と専門

教育の連携に関する教員の意見を聴取する

とともに、教員の科目担当状況を調査し、

教養教育と専門教育のバランスを考慮し

た、今後の教養教育の実施体制について検

討を進める。 

○教養教育と専門教育の連携に関する教員の意見をアンケー

ト形式で聴取した。また、共通教育科目に関して教員の科

目担当状況を調査し、共通教育委員会において今後の教養

教育の実施体制を検討した。 

 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 

イ 専門教育 

（ア）教育課程  芸術系学科（美術科及び音楽科）と人文系学科（国際文化学科及び情報コミュニケーション学科）における専門教育では、学科ごとに教育目標を定め、これに沿って専門的な知識及び技能の習得

を図るとともに、総合的な判断力及び社会で活躍できる能力を養う。 

（イ）芸術系学科 美術科及び音楽科では、プロの芸術家の育成を視野に入れるとともに、芸術的な専門性を有する社会人、幼児や児童・生徒の指導を行う教育者及び地域活動の担い手を育成する。 

（ウ）人文系学科 国際文化学科及び情報コミュニケーション学科では、各学科の専門分野の学習を通して、企業、官公庁、各種団体、ＮＰＯ等で活躍できる社会人及び地域活動の担い手を育成する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)教育課程 

a 芸術系と人文系の各学科におけ

る専門教育では、学科の教育目標

を達成するために、講義、演習、

実習等を体系的に配置する教育

課程を編成する。 

(ア)教育課程 

○各学科において、専門教育の教育課程の有

効性や体系性に関し、現状の問題点を洗い

出し、改善策を検討する。 

(ア)教育課程 

○各学科で次のような検討を行った。 

[美術科]現代の学生のニーズに合った魅力ある専門科目の新

設を検討した。 

[音楽科]特に音楽共通の基礎力と個々の専門教育との連携を

軸に検討。ソルフェージュの授業を従来の２時間１コマか

ら１時間ずつの小編成多クラスへの変更を計画した。 

[国際文化学科]学科のカリキュラム改善策を検討。カリキュ

ラムに関するアンケートを教員対象に実施し、取りまとめ

た。 

[情報コミュニケーション学科]学科カリキュラムを検討。主

体的に自己を表現し社会に参加する能力の育成を考える。

平成19年度は学んだことを社会に生かすサービスラーニ

ングを開設することとした。 

２ Ⅳ  

 

b 教育課程の編成にあたっては、専

門基礎(必修)科目を絞り込み、

個々の学生の興味や関心、目標に

沿った履修ができるように工夫

する。 

○各学科において、必修科目と選択科目の配

置に関し、現状の問題点を分析し、改善策

を検討する。 

 

○各学科で次のような検討を行った。 

 [美術科]必修科目と選択科目をシンプルにまとめて履修し

やすくすることについて検討した。 

[音楽科]学生の資質に柔軟に対応できるようにするため、必

修科目と選択科目の配置について検討し、来年度からピア

ノ副Ⅰを選択にすることを決定。 

[国際文化学科]検討のうえ、１年次生の必修科目として「教

養ゼミナール」の新設を決定し、授業で用いるテキストを

作成。 

[情報コミュニケーション学科] メディア領域と情報科学領

域の選択科目の統合整理を行い、より現代社会の課題に対

応できるようにした。「新聞雑誌制作演習Ⅰ・Ⅱ」「コンピ

ュータグラフィックス演習」「スポーツの分析と評価」を開

設することとした。 

２ Ⅳ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

c 短期大学の水準以上に専門的な

学習を志向する学生(４年制大学

等への編入希望者等)には、科目

の新設や補習等、その能力に応じ

た指導を充実させる。 

○各学科において、専門的な学習を志向する

学生に対する現行科目の問題点を分析し、

改善策を検討する。また、編入学等希望学

生の英語力向上のため「ニュース英語Ⅰ・

Ⅱ」を新設するとともに、「心理学特講Ⅰ・

Ⅱ」「社会学演習Ⅰ・Ⅱ」「論文作成基礎」

等の関連科目の充実を図る。 

[美術科]美術科では専門性を重視した科目が多いので、科目

内容の充実を図るように検討した。 

[音楽科]高度な専門技能、転専攻希望者等には個別に教員が

対応。 

[国際文化学科]編入学等希望学生向けに「論文作成基礎」を

開講したほか、夏季休業中に小論文作成に関する勉強会を

希望学生対象に実施し、個別指導も行った。英語による講

義、英語文献の読解を取り入れた授業を通じて英語力の向

上を図るとともに、学生の求めに応じて外国語過去問題の

個別指導、模擬面接を実施した。学科ＦＤ活動の一環とし

て、編入学を希望する学生への指導のあり方についての検

討に着手。 

[情報コミュニケーション学科]「ニュース英語Ⅰ・Ⅱ」を新

設するとともに、「心理学特講Ⅰ・Ⅱ」「社会学演習Ⅰ・Ⅱ」

「論文作成基礎」を実施。授業時間外においても、論文の

添削指導を行った。 

  

１ Ⅲ    

 

d 優れた教育成果をあげるために、

４年制大学化を視野に入れつつ、

教育活動の充実を図る。 

 

○４年制大学化を視野に入れ、芸術系につい

ては、平成19年度の２年制認定専攻科開設

を目指して準備を進める。 

専攻科改編準備委員会を開催し、専攻科の内容について審

議を重ねた結果、９月末、大学評価・学位授与機構に認定

専攻科申出書を提出した。２月に２年制認定専攻科が認定

され新設された。 

 

２ Ⅳ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(イ)芸術系学科 

○美術科では、学生の興味や関心に応じた選

択実習教育を行い、学生の意欲と技能を高

めるとともに、学内外における学生の創造

活動を積極的に支援する。具体的には、県

内の自治体等のシンボルマークやポスター

の公募への作品出品を奨励し、地域社会で

の様々な制作活動への参加を支援する。学

内での作品発表については、必要な環境の

整備を進める。また、学生による対外的な

ワークショップを開催し、社会性や実践性

を身に付けさせる。 

(イ)芸術系学科 

○夏季休業中を利用して、版画、竹工芸、木工芸、ＤＴＰ、

ウェブデザインなどについて外部講師を招いて、学生の興

味に応じた選択授業を行った。 

○７月に大分県農林水産祭のポスター公募に３名の学生が応

募し、１名が優秀賞を受賞。 

○芸術文化短大フェスタにおいて学生による展覧会を開催し

た。 

○学内に常設の作品展示室（ギャラリースペース）を整備し、

これまで学生によるグループ展が３回開催された。 

１ Ⅲ  

 (イ)芸術系学科 

a 美術科と音楽科では、学生の作品

制作や演奏に対する意欲と技能

を高めるためにその能力に応じ

た指導を行い、学内外の展覧会や

発表の場への出品、演奏会やコン

クールへの参加を支援する。 

b 社会的活動に積極的に参加する

意欲と実践力を育てるために、地

域社会における制作活動や演奏

活動への参加を支援する。 

 

○音楽科では、これまで全国的な演奏会や地

域の音楽祭への学生の出演を支援してお

り、今後も、学生の参加を積極的に促進す

るとともに、そのための環境整備を検討す

る。「地域巡回演奏会」「若さあふれるコ

ンサート」等、地域社会における演奏活動

の内容を検討し、一層の充実を図っていく。

○「地域巡回演奏会」（７月８日豊後大野市７月９日日田市）、

「第42回定期演奏会」(10月9日)、「若さあふれるコンサ

ート」（11月1日、22日）、上野の森アートフェスタ（11

月4日、5日）、オペラ公演（宇佐市）などを実施した。12

月にはクリスマスコンサート「名曲の夕べ」（12月15日）、

3月にはアンサンブルの夕べ（3月7日）、学外卒業・修了

演奏会（3月22日、3月21日）を開催した。 

２ Ⅳ  

 

c 学生が卒業後の進路(芸術家、企

業就職、進学等)を適切に選択で

きるように、進路に関する情報提

供と指導を充実させる。 

○進路ガイダンスを各学科で開催するととも

に、進学希望者には各自の意欲と能力に応

じた補習を行う。 

 

[美術科]では、進学希望者には進学・編入の作品審査に必要

な提出作品の制作指導を行った。 

[音楽科]では進学希望者には、必要な科目の補習を個々の教

員が時間外に対応した。 

１ Ⅲ    

 

(ウ)人文系学科 

a 社会人として求められる広い視

野から物事を考える力、課題探求

力、科学的な思考法、自己表現力

を育てるために、授業科目や授業

方法を充実させる。 

(ウ)人文系学科 

○社会人として求められる広い視野から物事

を考える力、課題探求力、科学的な思考法、

自己表現力を育てるための既存授業科目や

授業方法における実践事例を２学科合同で

取りまとめ、授業運営の資料とする。また、

授業運営や授業方法に関する研修会を２学

科合同で開催する。 

(ウ)人文系学科 

○授業運営や授業方法に関する研修会として、人文系の教員

の発案でFDミーティングを前期・後期各１回開催（平成

18年７月、19年２月）。既存授業科目における実践事例の

取りまとめを実施した。 
１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

b 社会的活動に積極的に参加する

意欲と実践力を育てるために、地

域社会と連携した授業や体験学

習などを取り入れる。 

○既存の授業科目における地域社会と連携し

た授業や体験学習の事例を２学科合同で取

りまとめ、また内容の充実に向けて検討を

進める。 

○既存授業科目における実践事例の取りまとめを実施。19年

度以降の計画について検討。[国際文化学科]では、新入生

オリエンテーションの一環として体験学習を取り入れ、４

月に太宰府天満宮および九州国立博物館への研修旅行を実

施。[情報コミュニケーション学科]では、地域社会との連

携のあり方を検討し、平成19年度に新科目「サービスラー

ニング」開設の準備を進めた。 

 

１ Ⅲ  

 

c 学生が卒業後の進路を適切に選

択できるように、就業意識を高め

る授業科目を充実させるととも

に、インターンシップ等への参加

を促す。 

 

○既存の授業科目において学生の就業意識の

向上に資する事例を２学科合同で取りまと

め、基礎資料とする。また、インターンシ

ップについては、２学科合同で開催する進

路オリエンテーション等において、学生に

参加を促していく。 

○６月に２学科合同で開催した進路オリエンテーションに

て、インターンシップへの参加を学生に促した。当初の計

画ではインターンシップは夏季休業期間中のみ行われる予

定であったが、後期にも追加して実施した。また、既存の

授業科目における実践事例の取りまとめや、就職試験報

告・編入学報告などをまとめ資料を作成した。 

１ Ⅲ  

 

d 専門教育としての外国語教育や

情報教育、実務教育においては、

各種資格の取得を奨励するとと

もに、資格取得のための指導を充

実させる。 

○各学科において、資格取得に関する学科内

ガイダンスの内容改善に向け検討を進め

る。また、資格取得に関する担当教員を各

学科に配置し、資格取得の組織的なサポー

ト体制を整備する。 

○資格取得に関する担当教員を配置し、希望学生への情報提

供とサポートを行っている。 

[国際文化学科]では、ガイダンス内容の充実について検討し、

各外国語科目の授業の中で受講生に語学検定受験を促すと

ともに、きめ細かい情報提供を行うこととした。また、各

種語学検定について外国語科目担当教員がサポートを実

施。本学を会場として実施された語学検定等は、英語検定

試験３回（６月、10月、１月）、フランス語検定試験２回

（６月、11月）、中国語検定試験２回（６月、11月）、TOEIC 

IP １回（７月）。平成18年度英語検定試験合格者多数によ

り、財団法人日本英語検定協会より優良団体賞を受けた。

[情報コミュニケーション学科]では、実務教育協会の情報処

理士・秘書士などの担当教員をおいて、資格取得への積極

的な取組を進めた。日本語処理検定・秘書資格などの担当

教員を中心に模擬試験や指導を行った。 

 

１ Ⅲ  

 

e 国際文化学科の英語教育におい

ては、実用英語検定試験２級以上

の取得を目標に指導を充実させ

る。 

○実用英語検定試験への対策として、リスニ

ングなどを取り入れた授業展開を積極的に

行う一方で、ネイティブ・スピーカーの教

員による面接指導を実施する。英語検定試

験に関する過去問題集及び各種教材を揃

え、また外国語学習のための自習スペース

を設けるなど、学習環境の充実に努め、学

生への周知を徹底する。 

○リスニングを取り入れた授業、ネイティブ・スピーカーの

教員による面接指導を実施。英語検定試験、TOEICに関す

る各種教材を揃えてＬＬ準備室に配置。さらに外国語学習

のための自習スペースを人文棟内に設置し、掲示により周

知を行った。 
１ Ⅲ    
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

f 情報コミュニケーション学科の

情報教育においては、日商PC検

定試験(文書作成、データ活用)で

２級以上の取得を目標に指導を

充実させる。 

○日商ＰＣ検定試験のための教育環境（コン

ピュータ機器の整備・テキスト等の作成な

ど）の充実に努める。また、日商ＰＣ検定

３級受験のための研修会ならびに模擬試験

を実施する。 

○夏期休暇中の８月30日～９月12日の間、知識問題、実技

などのＰＣ検定研修会全30コマを開催した。１日20人程

度の学生が参加した。8月、10月、12月、２月にＰＣ検定

を行った。また、検定の１ヶ月前から週１回の模擬試験を

行った。 また、ＰＣ検定用にパソコンの環境チェックを行

った。PC検定（文書処理）３級は148名受験、83名合格、

２級は28名受験５名合格。PC検定（データ活用）３級は、

13名受験、６名合格。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
ウ 教職課程 

 美術又は音楽の教職を志望する学生には、教職に関する科目の履修、教育実習等を通して、教員としての資質を高める。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 教職を志望する芸術系学科の学

生には、美術や音楽に関する専門

的知識や技能に加えて、教科教育

法・学習指導・生徒指導・教育相

談等の知識と技能を確実に習得

させる。 

○教職の意義・教員の役割・職務内容を学生

に十分理解させるとともに、学生の指導実

践力を高める。さらに、視聴覚教材の有効

な使用方法を学生に習熟させる。 

○教職の職務内容の理解に資するため「教職概論」の講義

内容をより実践に沿ったものとした。また教員としての

質を高めるため「教育行政学」「教育相談論」を必修科目

とした。さらに、視聴覚教材の活用を取り入れた模擬授

業を行い、指導の実践力の向上を図った。 

１ Ⅲ  

 

b 教育実習等においては、各市町村

教育委員会や近隣の中学校等と

の連携を密にし、組織的・計画的

な指導を通して学生の教育実践

力を高める。 

○教職履修者に対する進路選択の指導を徹底

する。教育実習協力校との連携を強める。

○教職履修希望者全員に面接を含む適性診断・指導を行っ

た。また、教育実習協力校との連携を強めるため、大分

市と協議を開始した。 １ Ⅲ  
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中期 

目標 
エ 専攻科 

 専攻科（美術専攻科及び音楽専攻科）では、それぞれの分野における高度な知識及び技能の習得を図るとともに、芸術的な専門性を生かして社会で活躍できる人材を育成する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

エ 専攻科 

a 芸術系学科の教育目標をより高

い水準で達成するために、平成19

年度に専攻科の教育課程を改訂

し、学士の学位取得や大学院への

進学が可能な2年制認定専攻科と

して新たに編成する。 

エ 専攻科 

○平成19年度の２年制認定専攻科開設を目

指して準備を進める。 

エ 専攻科 

○専攻科改編準備委員会を開催し、専攻科の内容について

審議を重ねた結果、９月末、大学評価・学位授与機構に

認定専攻科申出書を提出し、２月に認定され新設された。

 

２ Ⅳ  

 

b 専攻科では、学生の作品制作や演

奏に対する意欲と技能をより高

めるためにその能力に応じた指

導を行い、学外の展覧会や発表の

場への出品、演奏会やコンクール

への参加を促進する。 

○学外の展覧会や発表の場への出品、演奏会

やコンクールへの参加を促進するととも

に、学外での学生活動に関わる現在の制度

や手続きを検討し、環境整備を進める。 

[専攻科美術専攻]では、地球環境関西フォーラム主催の第

３回「“若者によるエコ・メッセージ”ポスターデザイン」

公募に２名の専攻科生が作品を出品、大分市アートプラ

ザでの学生企画展覧会「げいたんび」に専攻科生が出品

した。また、学外への作品出品に関わる現在の制度や手

続きについてさらに検討することとした。 

[専攻科音楽専攻]では、ポスター・チラシ等を構内に掲示

し情報を提供した。日本クラシック音楽コンクール、バ

イオリン部門１名入選。大阪国際音楽コンクール、バイ

オリン１名入選。宮崎ピアノコンクール１名入選。 

 

１ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

(2) 教育方法と学習指導 
 
中期 

目標 
ア 魅力的な授業の展開 

 各学科及び専攻科の教育課程に即した多様かつ効果的な授業形態や学習指導方法により、学生にとって魅力的な授業を展開する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)シラバス(授業計画書)の改訂 

 すべての授業科目について、授業

の目標、授業形態・指導方法、成

績評価の方法を明示したシラバ

スを作成し、学生に配布するとと

もにホームページから閲覧でき

るようにする。 

(ア)シラバス(授業計画書)の改訂 

○教務学生委員会においてシラバスの記載項

目等をあらためて検討するとともに、平成

19年度に向けて記載の徹底を図る。また、

シラバスの内容は本学ホームページにも掲

載し、学内外から自由に閲覧できるように

する。さらに、各教員がネットワークを介

してシラバスの作成を行えるよう、システ

ムの導入を検討する。 

ア 魅力的な授業の展開 

(ア)シラバス(授業計画書)の改訂 

○本学ホームページに平成18年度のシラバスを掲載し、学

内外から自由に閲覧できるようにした。また、各教員が

ネットワークを介してシラバスの作成を行えるよう、シ

ステムを試験的に導入した。平成19年度シラバスについ

ては、記載項目をあらためて検討し、教員に対し記載の

徹底を図った。 

１ Ⅲ  

 

(イ)履修モデルの作成 

 学生が自分の目標や進路に応じ

て科目を選択できるように、各学

科において、学生の進路に即した

複数の履修モデルを作成して学

生に提示する。 

(イ)履修モデルの作成 

○各学科で、学科の教育内容を踏まえ、履修

モデルの作成を検討する。 

(イ)履修モデルの作成 

[音楽科]では、従来より新入生オリエンテーションの時に

分野別履修モデルを提示して指導している。[美術科]、

[国際文化学科]、[情報コミュニケーション学科]では、

履修モデル作成の検討を開始した。 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ウ)授業方法や学習指導の改善 

a 学生に分かる授業、身につく授

業、満足できる授業を実現するた

めに、授業内容や指導方法などの

改善・向上を目的とするファカル

ティ・ディベロップメント活動

(ＦＤ活動)を展開する。 

 

(ウ)授業方法や学習指導の改善 

○平成17年度までの「ＦＤ委員会」を「ＦＤ

推進会議」に改組し、全学を挙げての組織

的な推進体制を整備する。ＦＤ推進会議に

おいて、学生による授業評価、卒業生・修

了生に対する満足度アンケートを継続して

実施し、授業内容や指導方法に関する課題

の把握に努める。また、各学科においては、

それぞれの特性に応じて、独自にＦＤ活動

を計画し実施する。年度末には、ＦＤ推進

会議において、１年間のＦＤ活動の内容を

資料にまとめる。 

(ウ)授業方法や学習指導の改善 

○平成17年度までの「ＦＤ委員会」を「ＦＤ推進会議」に

改組し、組織的な推進体制を整備した。学生による授業

評価は前期と後期にそれぞれ実施、また卒業生・修了生

に対する満足度アンケートは３月に実施し、授業内容や

指導方法に関する課題の把握に努めた。各学科では、個

別のテーマでＦＤ活動に取り組んだ。年度末には、1年間

のＦＤ活動の内容を資料にまとめた。 

[美術科]では、各教員が各研修会に自発的に参加した。 

[音楽科]では、学生の学習意欲を十分に引き出すため、複

数の専任教員がいる実技分野は、学生の希望があれば担

当教員を変更できるシステムを後期より取り入れた。す

でに２人の変更が行われ、システムの有効性は確認され

た。ピアノ分野については、平成19年度から新入生に対

しても担当教員の希望をとることとした。 

[国際文化学科]では、国際文化学科独自のＦＤ活動として、

学科ＦＤミーティングを実施し、編入学を希望する学生

への指導のあり方や、学生の自発性や積極性を引き出す

ための方策についてのディスカッションを行った。また、

教員各自の関心に応じて本学で開催されたＦＤ研修会に

参加したほか、卒業研究の指導における実践例の取りま

とめを行った。 

[情報コミュニケーション学科]では、１年前期の必修科目

「基礎演習」の内容ややり方について各教員の実践例を

資料にまとめ、よりよい授業運営について検討した。 

１ Ⅲ  

 

b 教員の授業技術やプレゼンテー

ション能力を高めるために、定期

的に研修会を開催する。 

 

○ＦＤ推進会議において、試験的な研修会を

企画し実施する。また、授業技術の向上に

関して、他大学の優れた事例を調査する。

 

○授業技術の向上を目的として、研修会を計５回実施した。

のべ64名の教職員が参加した。また、九州地区の公立大

学・短期大学におけるＦＤ活動の事例を調査した。 
１ Ⅲ    

 



 

 17

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

c 課題発見や課題解決、自己表現力

を育成するために、対話や討論、

発表を重視する授業を充実させ

る。 

○ＦＤ推進会議において、各学科の既存の授

業運営上の工夫、授業方法に関する各教員

のノウハウを集約し、実践事例集を作成・

配布する。また、各学科において、学生の

自発性や積極性を引き出すための方策を、

学科の特性を踏まえて検討する。 

○講義形式の授業の工夫・改善をテーマに、各教員のノウ

ハウを集約した実践事例集を作成・配布した。また、学

生の自発性や積極性を引き出す方策について、各学科で

検討した。 

[美術科]では、表現演習の授業やワークショップの活動な

どを通じて、学生の自発性・積極性を引きだすように努

めた。 

[国際文化学科]では、学科ＦＤミーティングにおいて、学

生の自発性や積極性を引き出す方策について検討を行っ

た。 

[情報コミュニケーション学科]では、１年前期の必修科目

「基礎演習」に関連して、学生の自発性・積極性を引き

出す方策を学科内で検討した。 

１ Ⅲ   

(エ)学生による授業評価 

 学生による授業評価を実施し、評

価結果に基づき担当教員が改善

計画と改善結果を提出する制度

を設ける。 

(エ)学生による授業評価 

○ＦＤ推進会議が中心となり、授業評価の結

果に対して各教員が改善計画を提出する制

度を全学的に設ける。また、情報メディア

委員会の協力を得ながら、授業評価の結果

をデータベース化し、データの集計・分析、

教員へのフィードバックを迅速に行えるシ

ステムを導入する。さらに、教務学生部と

協議しながら、授業評価のデータを平成19

年度更新予定の教務学生情報システムのデ

ータと共有する可能性を検討する。 

(エ)学生による授業評価 

○授業評価の結果に対して各教員が今後の改善等を記した

自己評価レポートを作成する制度を導入し、平成18年度

前期の授業評価から実施した。また、情報教育センター

の協力により、授業評価データの集計・分析のためのシ

ステムを試験的に構築した。授業評価データを教務学生

情報システムのデータと共有する可能性については、検

討の結果、システムの特性上困難であるが明らかとなっ

たため、それぞれ個別にデータを保管することとした。

１ Ⅲ   

(オ)特別講座の実施 

a 学生の創作意欲や学習意欲を高

めるために、著名な芸術家や演奏

家、研究者や有識者、実践者によ

る特別講座を開催する。 

 

(オ)特別講座の実施 

○教務学生委員会において、これまでに実施

された特別講座の内容を過去にさかのぼっ

て取りまとめ、基礎資料とする。その上で、

各学科において、特別講座の内容と人選を

慎重に検討する。 

(オ)特別講座の実施 

○過去５年分の特別講座の実施内容を資料にまとめた。ま

た、美術科、国際文化学科、情報コミュニケーション学

科において、計４回の特別講座を実施した。 
１ Ⅲ   

b 地域づくりに参加する意欲と実

践力を育てるために、大分県内で

活躍する企業人等の民間人や行

政職員による授業を実施する。 

○教務学生委員会において、すでに実施され

ている民間人や行政職員による特別講座や

授業の事例を調査し集約する。これを踏ま

えて、各学科において、特別講座や授業の

新規導入や内容の充実、合同開催の可能性

等を検討する。 

○民間人や行政職員による特別講座や授業の事例を調査し

資料をまとめた。各学科では、平成19年度に向けて、特

別講座や授業の新規導入、内容の充実等を検討した。 

[国際文化学科][情報コミュニケーション学科]では、視覚

障がい者野田康文氏の特別講演を実施し、その模様はRKB

毎日やOBSで報道された。 

１ Ⅲ   
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中期 

目標 
イ 学習支援体制の充実 

 学生が主体的に学習に取り組むことができるように、学習相談・学習支援体制を充実させる。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)担任教員による学習支援体制 

a 学習支援を充実させるために、原

則として、専任教員全員が、担任

として少人数の学生を受持ち、修

学指導を行う体制を整備する。 

(ア)担任教員による学習支援体制 

○教務学生委員会において、各学科における

担任制の実施状況を調査するとともに、全

学科の専任教員全員による学習支援体制を

整備する。 

(ア)担任教員による学習支援体制 

○各学科における担任制の実施状況を調査し、専任教員全

員による学習支援体制を整備した。 

[美術科]では、各専攻・学年ごとに担任を決め、持ち上が

り制にするとともに、担任同士も連絡を取り合いながら

学習支援体制を強化した。 

[音楽科]では、従来よりローテーションを組んで、分野別

学年担任制を実施。特に非常勤講師に配属された学生が

不利益にならないように配慮した。 

[国際文化学科]、[情報コミュニケーション学科]では、担

任教員を１年次は学籍番号で機械的に割り振り、２年次

には卒業研究の配属により割り振った。 

１ Ⅲ  

 

b 専任教員全員が週に２回、各１時

間程度のオフィスアワー(教員が

予め定めた曜日・時間帯には研究

室等に在室し、学生からの質問や

相談を受け付ける制度)を実施

し、授業に関する質問や専門分野

の学習相談に応じる。 

○今年度は、少なくとも週に１回、１時間程

度のオフィスアワーを全教員が実施する。

また、オフィスアワーの曜日や時間帯につ

いては、教務学生委員会が取りまとめ、本

学ホームページの学内専用ページに掲載す

るとともに、各学科において学生への周知

を徹底する。 

○全教員による週１回、１時間程度のオフィスアワーを実

施した。また、オフィスアワーの曜日や時間帯は各学科、

各教員が掲示するとともに、本学ホームページの学内専

用ページに掲載した。 

 

１ Ⅲ  

 

c 学生の自習用の教室を整備し、授

業時間外の学生の自主的な学習

を促進する。 

○試行的に人文棟の教室１室を自習用の教室

として活用する。また、教務学生委員会に

おいて、自習に関する学生のニーズを調査

する。その際、自習用教室の設備（パソコ

ン等の配備）について検討する。 

○人文棟２階の教室１室を自習室とした。また、在学生を

対象に学生生活調査を実施し、授業時間外の学習時間や

自習室の利用状況、自習室の備品の必要性について調査

し、その結果を検討した。 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(イ)補習授業 

 学生に一定の学習成果を保証す

るために、十分な学習成果をあげ

ていない学生を対象とした補習

授業を行う。 

(イ)補習授業 

○各学科において、補習授業の実施状況や必

要性を検討する。また、特に情報教育では、

経験度別クラスを実施するとともに、補習

授業の充実を図る。 

(イ)補習授業 

○各学科において以下のような取組を行った。 

[美術科]では、放課後などの時間を利用して制作が遅れて

いる学生の指導を行った。 

[音楽科]では、個々の学生の要望・必要度に応じ、各専任

教員が対応した。 

[国際文化学科]では、学生の求めに応じ、各教員が個人指

導を実施した。 

[情報コミュニケーション学科]では、情報教育において「情

報機器基礎演習」「情報処理基礎演習」を２教室の平行授

業とし、経験度によるクラス編成を行った。また、補習

授業の時間を設置した。 

 

１ Ⅲ    

 

(ウ)入学前指導 

 学生が入学後の学習活動を円滑

に進められるように、入学手続終

了者を対象とした入学前の学習

指導を行う。 

(ウ)入学前指導 

○各学科において、現在の入学前指導の内容

を吟味し、より効果的な手法を検討する。

(ウ)入学前指導 

○各学科において、以下のような取組を行った。 

[美術科]では、入学前指導について検討し、学習意欲を高

めるために、展覧会などの鑑賞の指導を行った。 

[音楽科]では、推薦入試合格者および一般入試合格者に対

して、分野ごとに入学式までに学習しておくべき課題を

作成し、合格通知と一緒に合格者に送付した。 

[国際文化学科]では、昨年度まで入学前指導が行われてい

なかった推薦入試合格者に対しても、一般入試合格者同

様の指導を実施。 

[情報コミュニケーション学科]では、合格者に対して推薦

文献リストを配布しレポートの作成を指導した。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
ウ 成績評価 

 各授業科目の到達目標及び成績評価の基準・方法を明示するとともに、学生の学習意欲を高める成績評価システムを構築する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)成績評価の方法の見直し 

a 各科目の成績評価を実質的かつ

責任あるものとするために、一定

の基準の下、組織的な成績評価を

行う。 

 

(ア)成績評価の方法の見直し 

○教務学生委員会において、現在の成績評価

の問題点を教員から聴取し、今後検討すべ

き課題を整理するとともに、成績評価の現

状について基礎的データを収集・分析する。

(ア)成績評価の方法の見直し 

○成績評価の問題点について教員から意見聴取するととも

に、成績評価の現状に関し基礎的データの分析を行った。

同時に、成績評価に関する今後の検討課題を整理した。
１ Ⅲ  

 

b 成績評価の区分を４段階(優、良、

可、不可)から、５段階(S･A･B･C･

F)とし、きめ細かな評価を行う。 

○教務学生委員会において、５段階評価の具

体的な実施方法を検討するとともに、今後、

５段階評価が円滑に導入できるよう、平成

19年度更新予定の教務学生情報システムの

機能を検討する。 

○５段階評価の実施について教務学生委員会において検討

した。また、５段階評価を円滑に導入できるよう、教務

学生情報システムの仕様を定めた。 １ Ⅲ  

 

c 成績評価を公正かつ厳格に実施

するために、科目ごとに授業の目

標、成績評価の方法を学生に明確

に示し、それに沿って成績評価を

行う。 

 

○平成19年度に向けて、授業の目標、成績評

価方法のシラバスへの記載を徹底する。ま

た、成績評価が学期末試験や授業への参加

状況、レポートなど複数の観点から行われ

る場合、それぞれが評価の中で占める割合

についても具体的に明示することを促進す

る。 

○平成19年度シラバスについて、各教員に対し、「授業の

目的」、「準備学習等」、「成績評価の方法・基準」（評価項

目ごとの割合を含む）の記載の徹底を図った。 

１ Ⅲ  

 

(イ)単位の実質化 

 学生に授業で学んだ知識や技能

を確実に身につけさせるために、

授業時間外の学習(予習・復習等)

の指導についても工夫・改善を進

める。 

(イ)単位の実質化 

○シラバスに「準備学習等」の欄を新設する

とともに、平成19年度に向けて記載の徹底

を図る。 

(イ)単位の実質化 

○平成18年度シラバスに「準備学習等」の欄を新設した。

平成19年度シラバスについては各教員に対し記載の徹底

を図った。また、在学生を対象に学生生活調査を実施し、

授業時間外の学習時間を調査した。 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ウ)ＧＰＡ制度と表彰制度 

a 成績評価の手法として、ＧＰＡ制

度(Grade Point Average制度：各

科目の成績にポイントを与え、各

単位数を乗じて合計し、履修総単

位数で除することにより、学生の

成績を総合的に評価する手法)を

全学的に導入する。 

 

b 成績優秀な学生に対する表彰制

度を設ける。 

(ウ)ＧＰＡ制度と表彰制度 

○ＧＰＡ制度及び表彰制度について、教務学

生委員会において他大学の事例を調査する

とともに、ＧＰＡ制度の目的や方法等に関

し、教職員に広く周知を図る。また、本学

での導入に向けて、課題の整理、制度設計

の検討を進める。その際、今後、ＧＰＡ制

度が円滑に導入できるよう、平成19年度更

新予定の教務学生情報システムの機能を検

討する。 

(ウ)ＧＰＡ制度と表彰制度 

○ＧＰＡ制度及び表彰制度について、九州地区の公立大

学・短期大学の事例を調査するとともに、制度設計を検

討し、導入に向けての課題を整理した。また、ＧＰＡ制

度については教授会にてその主旨等を説明し周知を図っ

た。同時に、ＧＰＡ制度を円滑に導入できるよう、教務

学生情報システムの仕様を定めた。 
１ Ⅲ  

 

(エ)成績評価に対する照会制度 

 学生が成績評価に疑問を抱いた

場合、一定の条件の下、科目担当

教員に照会できる制度を導入す

る。この場合、 検討結果によっ

ては評価の変更も可能とする。 

(エ)成績評価に対する照会制度 

○成績評価に対する学生の照会制度を新たに

導入する。 

(エ)成績評価に対する照会制度 

○成績評価に対する学生の照会制度を導入し、前期と後期

にそれぞれ実施した。 
１ Ⅲ  

 

(オ)成績の参照システム 

a 学生の成績評価に対する意識を

高めるために、学生が随時自分の

成績を確認し、チェックできるよ

うなシステムを構築する。 

(オ)成績の参照システム 

○平成19年度更新予定の教務学生情報シス

テムにおいて学生による成績の参照システ

ムが将来的に導入可能となるよう、機能を

検討する。 

(オ)成績の参照システム 

○学生による成績参照システムの導入可能性を検討し、今

後の課題を確認した。 １ Ⅲ    

 

b 学生の成績については、一定の基

準を設けた上で保護者に通知す

る制度を検討する。 

○学生の成績を保護者に通知する制度の導入

について、教務学生委員会において、課題

の整理、具体的な実施方法等の検討を進め

る。また、成績通知が将来的に円滑に実施

できるよう、平成19年度更新予定の教務学

生情報システムの機能を検討する。 

○成績評価を保護者に通知する制度について、導入にあた

っての課題を教務学生委員会において整理し検討した。

また成績通知の実施に向けて、教務学生情報システムの

仕様を検討した。 
１ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

(3) 教育の実施体制 
 
中期 

目標 
ア 教育研究組織の整備 

 教育目的・目標を達成し、時代の変化や社会的要請に対応するために、教育研究組織を整備する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 本学及び各学科の教育目的を達

成し、また、４年制大学への移行

を目指すために、各学科の教員配

置を見直し、全学的観点に立った

柔軟で実効ある教育実施体制を

構築する。 

b 各教員が担当する授業時間数に

ついて基準を設け、専任教員が責

任を持って学生を指導する体制

を整備する。 

○教務学生委員会において、各学科の教員配

置、各教員の担当授業時間数、各科目の受

講生の履修状況等について基礎的データを

収集し、現状の問題点を分析する。 

(3)教育の実施体制 

ア 教育研究組織の整備 

○平成18年度の各学科の教員配置、各教員の担当授業時間

数、また各科目の履修状況について基礎的データを収

集・分析し問題点を整理した。 
１ Ⅲ  
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中期 

目標 
イ 教育の質の改善・向上 

 ファカルティ・ディベロップメント（教育に関する組織的改善活動）を推進するとともに、教育活動の評価システムを設け、教育の質の改善と向上を図る。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)ＦＤ活動の推進 

 ファカルティ・ディベロップメン

ト推進会議を中心に、組織的に教

育改善活動を企画実施するとと

もに、その成果の測定と評価を行

い、次の改善を展開するシステム

を確立する。 

(ア)ＦＤ活動の推進 

○ＦＤ推進会議において、学生による授業評

価、卒業生・修了生に対する満足度アンケ

ートを継続して実施し、ＦＤ活動の成果の

把握に努める。また、ＦＤ推進会議が中心

となり、学生による授業評価の結果に対し

て各教員が改善計画を提出する制度を全学

的に設ける。 

(ア)ＦＤ活動の推進 

○学生による授業評価は前期と後期にそれぞれ実施、卒業

生・修了生に対する満足度アンケートは３月に実施し、

ＦＤ活動の成果の把握に努めた。また、授業評価の結果

に対して各教員が今後の改善等を記した自己評価レポー

トを作成する制度を導入し、平成18年度前期の授業評価

から実施した。 

１ Ⅲ  

 

(イ)教育活動の評価と公表公開 

 教育活動とその成果については、

全学的な評価を行い、自己点検・

評価報告書等を通して公表・公開

を行う。 

(イ)教育活動の評価と公表公開 

○平成19年度編集・発行予定の自己点検・評

価報告書に向け、教育活動とその成果に関

して、資料等の収集・蓄積や評価のあり方

を教育研究審議会において検討する。 

(イ)教育活動の評価と公表公開 

○自己点検･評価委員会作業部会を設置し、３年ごとに実施

している自己点検・評価報告書の作成に向けて検討する

こととした。 

１ Ⅲ    

 

(ウ)教育活動の広報 

 本学の教育活動については、大学

案内、広報紙及びホームページ等

を通して社会に向けて積極的に

広報を行う。 

(ウ)教育活動の広報 

○広報委員会において、大学案内の内容を改

善し、大学ホームページをリニューアルす

るとともに、広報紙「エピストゥラ」を県

内の高校等に配布する。 

(ウ)教育活動の広報 

○大学案内の内容を見直し、学友会／サークル活動、進路

状況のページを各１ページ増やした。また大学ホームペ

ージを４月よりリニューアルし、大幅にコンテンツを拡

充した。広報紙「エピストゥラ」６号を増刷、オープン

キャンパス参加者（県内39校・県外77校）や、県内高

校訪問時に配布した。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
ウ 教育環境の整備・充実 

 教育目的・目標を達成し、時代の変化や社会的要請に対応するために、必要な教育環境の整備を進める。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

質の高い専門教育と教養教育を

行うために必要な教室、備品、機

材の整備・更新については、重要

性や緊急性を検討しつつ、その整

備と充実に努める。 

各学科、各委員会等において、教育環境の

現状を確認するとともに、必要な教室、備

品、機材の整備・更新の必要性を検討し、

重要性及び緊急性を考慮して整備を進め

る。 

 

   

 

(ア)図書館の整備 

a 教育研究の上で必要とされる図

書、学術雑誌、視聴覚教材、ＣＤ

等の確保に努める。 

b 図書館の利便性の向上とコスト

削減のために、学術雑誌や各種資

料をインターネットや電子媒体

によって利用できるシステムを

整備する。 

(ア)図書館の整備 

○図書委員会において、平成19年度更新予定

の図書館情報システムに搭載される諸機能

を検討し、新着図書情報や電子図書情報の

発信、学術雑誌や各種資料の電子媒体によ

る利用の可能性を探っていく。また、利用

者のニーズを調査するともに、学外の図書

館との連携の可能性を検討する。さらに、

開館時間の延長や収納スペースの確保な

ど、施設の充実を検討する。 

(ア)図書館の整備 

○平成19年度の図書館情報システムに必要な機能を検討し

た。開館時間を19時までに延長した。利用者のニーズは

適時要望を取り入れてはいるが、全学対象の調査は19年

度に、隔年で行うこととした。今年度は個々の利用者に

対し聞き取りを行うことにした。また、体調が悪くなっ

た利用者の対応について検討を行った。 

１ Ⅲ  

 

(イ)ＬＬ教室 

 外国語教育の効果をあげるため

に、ＬＬ教室のシステム・機器を

更新する。 

(イ)ＬＬ教室 

○現在のＬＬ教室のシステムは平成４年の人

文系２学科新設時のものである。そのため、

更新に向け、ＬＬ委員会において、必要な

システムと機器を検討する。 

(イ)ＬＬ教室 

○従来型のLLシステムはもう製造されていない。時代の趨

勢にあったコンピュータを利用したCALLシステムの導入

をさらに検討することとした。 

 

１ Ⅲ    
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ウ)教務学生部の情報システム 

 受講登録や成績管理、各種証明書

の発行、学生への連絡などを迅速

かつ確実に行うために、教務学生

部の情報ネットワークシステム

を整備する。 

 

(ウ)教務学生部の情報システム 

○教務学生部において、教務学生情報システ

ムの平成19年度更新に合わせ、学生の履修

登録と成績確認、教員の成績入力とシラバ

ス作成、各種証明書の発行依頼、学生への

通知や告知など、ネットワークを介して行

えるよう、システムの検討を進める。 

(ウ)教務学生部の情報システム 

○平成19年度の教務学生情報システムの仕様を検討した。

ネットワークを介しての学生の履修登録、教員の成績入

力を今後、導入予定。学生による成績確認は、システム

上可能ではあるが、個人情報保護等、検討すべき課題が

あることを確認した。ネットワークを介しての各種証明

書の発行依頼、学生への通知や告知は、システム構成上、

難しいことを確認した。 

 

(エ)その他 

○情報メディア委員会において各教室の視聴覚機材の不備

を調査し、視聴覚室の資料提示器の修理、音声ケーブル

の設置、101講義室にノートパソコンを設置するなど視聴

覚機器環境を整備した。メディア演習室にwindowsパソ

コンを11台設置し、語学授業や演習室が講義で使えない

ときに利用できるようにした。 

１ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

(4) 優秀な学生の確保 
 
中期 

目標 
ア 学生確保の基本方針 

 多くの優秀な学生を集めるために、アドミッション・ポリシー(求める学生像及び学生の選抜基準)の周知を図るとともに、学生支援策を構築する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)アドミッション・ポリシー 

本学及び各学科においてアドミ

ッション・ポリシーを定め、大学

案内、募集要項及びホームページ

に掲載し、高校生や保護者等、社

会への周知に努める。 

(ア)アドミッション・ポリシー 

○入試委員会及び各学科において、アドミッ

ション・ポリシーの検討を進める。また、

アドミッション・ポリシーは、大学案内、

募集要項、ホームページに掲載し、学外へ

の周知に努める。 

(ア)アドミッション・ポリシー 

○入試委員会において、アドミッション・ポリシーを再検

討し、「本学の求める学生像」を新たに定めた。また、ア

ドミッション・ポリシーは、募集要項、大学ホームペー

ジに掲載した。 

 

１ Ⅲ  

 

(イ)学生支援策の検討 

意欲ある優秀な学生を確保する

ため、学業成績が特に優れた学生

に対する学費の減免制度や奨学

金制度等の学生支援策を検討す

る。 

(イ)学生支援策の検討 

○教務学生部及び総務企画部において、学費

の減免制度や奨学金制度について、他大学

の事例を調査する。 

(イ)学生支援策の検討 

○学費の減免制度については九州地区の公立大学・短期大

学の事例を調査した。また、大分大学の事例を参考に、

授業料奨学融資制度を創設した。 
１ Ⅳ  
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中期 

目標 
イ 入試改革の実施 

 学生を確保する上で有効な入試制度や方法を検討・導入する。また、入試の管理運営体制を確立し、入試情報の提供を適切に行う。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)入試選抜方法の検討 

a 一般入学試験において、大学入試

センター試験による選抜を実施

し、受験生の拡大、学生の確保に

努める。 

(ア)入試選抜方法の検討 

○人文系２学科の一般入試（前期日程）にお

いて、本学独自の学科試験に加え大学入試

センター試験を導入する。また、同じく人

文系２学科の一般入試（後期日程）につい

ては、従来の個別試験（面接試験）を廃止

し、大学入試センター試験（２科目）のみ

に変更する。 

(ア)入試選抜方法の検討 

○人文系２学科の一般入試（前期日程）において、本学独

自の学科試験に加え大学入試センター試験を導入した。

また、同じく人文系２学科の一般入試（後期日程）につ

いては、従来の個別試験（面接試験）を廃止し、大学入

試センター試験（２科目）のみに変更した。 

１ Ⅲ  

 

b 平成20年度入試からＡＯ入試(ア

ドミッション・オフィス入試：学

校推薦を必要とせず、個々の志願

者に面接を行うことや、課題を課

すことによって選抜する入試制

度)を導入する。 

 

○入試委員会において、他大学の事例等を調

査し、ＡＯ入試を含め、本学にとって最適

と考えられる入試方式を検討する。 

 

○全学科とも、推薦入試における１高校あたりの推薦者数

を緩和、一部学科において推薦要件を緩和した。また、

一部学科において推薦入試と一般入試（前期日程）の募

集人員を変更した。 １ Ⅲ  

 

c 優秀な学生、目的意識の明確な学

生の入学を促進するため、入試選

抜方式別に学生の修学・進路状況

等を分析し、入試方法の改善を図

る。 

○入試委員会において、入試選抜方式別の修

学・進路状況に関するデータの収集方法を

検討し、データの収集を行うとともに、平

成19年度更新予定の教務学生情報システ

ムにおいて各種データの収集が可能となる

よう、機能を検討する。 

○入試選抜方式の修学・進路状況に関するデータの収集方

法ならびに教務学生情報システムの機能について、19年

度から可能となるかどうか教務学生部において検討し

た。 
１ Ⅲ  

 

(イ)社会人入試・留学生入試 

 社会人や外国人留学生を積極的

に受け入れるために、基礎学力、

意欲、経験などを総合的に評価し

て選抜する入試方法を検討する。 

(イ)社会人入試・留学生入試 

○入試委員会において、現在の社会人入試及

び留学生入試の問題点を把握する。 

(イ)社会人入試・留学生入試 

○社会人入試及び留学生入試のあり方について、現況や問

題点等、入試委員会で検討を重ねた。 １ Ⅲ    

 

(ウ)入試の管理運営 

 入試ミスを防止するとともに、入

試を円滑に行うための管理運営

体制を整備する。 

 

(ウ)入試の管理運営 

○平成19年度入試の変更に合わせ、入試委員

会及び教務学生部において、入試の管理運

営体制を強化する。 

(ウ)入試の管理運営 

○入試の管理運営体制の強化については、入試委員会にお

いて、全学科とも入試ミス防止の徹底とともに、大きく

方法の変わった人文系の一般入試（前期日程）の具体的

な実施方法について取り組んだ。 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(エ)入試情報の提供 

 高校生や受験生、高校や保護者に

対して入試情報を分かりやすく

提供する。 

(エ)入試情報の提供 

○入試委員会において、募集要項の記述をよ

り分かりやすく改訂する。 

また、広報委員会において、大学ホーム

ページの入試情報セクションの内容充実に

努める。さらに、入試情報の提供のための

学内体制の強化を検討する。 

(エ)入試情報の提供 

○入試委員会において、募集要項の記述を見直し、より平

易な表現に改めた。また、大学ホームページのリニュー

アルに合わせて、入試情報セクションの内容を整理し、

コンテンツを拡充した。各入試の学科専攻別出願状況に

ついてホームページに掲載した。入試メールや電話照会

等に即応できるよう各学科の対応窓口を決め、入試情報

提供のための学内体制を強化した。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
ウ 大学の知名度向上 

 学生の確保及び大学の知名度向上のために、大学の特色や、それを生かした教育内容についての広報活動を強化する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 本学の特徴である芸術系と人文

系からなる学科構成と、その特徴

を生かした多彩なカリキュラム

について、前面に出して広報を行

う。 

○大学案内、ホームページ、広報紙等におい

て、本学の学科構成及びカリキュラム等を

分かりやすく広報していく。 

○大学案内と大学ホームページは、それぞれ改訂・リニュ

ーアルし、内容の充実を図った。広報紙「エピストゥラ」

７号において、頁を倍増して学生の声を反映させる紙面

作りを行った。 

１ Ⅲ  

 

b 学生を全国から確保するために、

教職員が一体となって大学説明

会、高校訪問、オープンキャンパ

ス等を企画、実施する。 

○入試委員会を中心に、大学説明会への組織

的な参加、高校訪問の組織的な実施を行う。

また、広報委員会において、オープンキャ

ンパスの内容を改善する。 

○大学説明会への参加回数を24回から32回に増やすとと

もに、４学科で分担して組織的・計画的に実施した。高

校訪問は、人文系２学科と教務学生部で分担して組織

的・計画的に行った（大分県内48校）。オープンキャン

パスについては、全参加者を対象としたミニコンサート

の新設や、全体会において映像を使用したわかりやすい

説明を行う等、改善を図った。 

１ Ⅲ  

 

c 多くの受験生を集めるために、大

学案内、広報ポスター及び広報誌

の内容の充実に努めるとともに、

高校や関係機関へ幅広く配布す

る。 

 

○広報委員会において、大学案内の内容を改

善する。また、広報紙「エピストゥラ」の

編集体制を強化し、内容の充実に努める。

広報紙と広報ポスターは県内外の高校や関

係機関等に配布する。 

○大学案内の内容を見直し、学友会／サークル活動、進路

状況のページを各１ページ増やした。広報紙「エピスト

ゥラ」の編集体制を強化するため編集長専任制を実施し

た。「エピストゥラ」６号を増刷、オープンキャンパス参

加者（県内39校・県外77校）や、高校訪問時に配布し

た。広報ポスターは大分県内外の高校（県内73校・県外

465校）に配布した。 

１ Ⅲ  

 

d 高校生や受験生に向けて、本学の

特色や魅力を分かりやすく伝え

るため、本学のホームページの充

実に努めるとともにタイムリー

な更新を行う。 

○広報委員会において、ホームページを全面

的にリニューアルし、掲載情報の充実と迅

速な更新に努めるとともに、ホームページ

の作成・更新の体制を強化するための方策

を検討する。 

○大学ホームページを４月よりリニューアルし、大幅にコ

ンテンツを拡充した。また週２回程度の頻度で「お知ら

せ・新着情報」セクションの更新を行っている。ホーム

ページの作成・更新体制の強化のための方策について、

検討した。 

１ Ⅲ    

 

e 本学の知名度を高めるために、公

開講座、展覧会、演奏会等のイベ

ント、在学生、卒業生、教員のニ

ュース、入試の日程や選抜方式等

についてメディアに積極的に情

報提供を行う。 

○広報委員会において、プレスリリースの現

在の問題点を分析し、組織的な体制を確立

するとともに、広報活動のための学内体制

の強化を検討する。 

○プレスリリースの問題点の分析、組織的な体制の確立、

広報活動のための学内体制の強化について、検討した。

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
エ 高校との連携 

 大学に対する高校生の関心を高め、優秀な学生及び目的意識の明確な学生の入学を促進するために、高校との連携を図り、情報交換を推進する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 平成18年度から教員が大分県内

の高校に出向いて出張講座を行

う。 

 

○地域貢献委員会において、高校での出張講

座の内容やプログラムを検討するととも

に、出張講座を希望する高校を募り、実施

する。 

○高校での出張講座の内容やプログラムについて検討し

た。緑丘高校及び雄城台高校に対し、出張講座を実施し

た。 
１ Ⅲ  

 

b 平成19年度から高校生を対象と

した公開講座を実施する。 

 

○地域貢献委員会において、過去に実施され

た高校生対象の公開講座の内容と成果を取

りまとめるとともに、平成19年度に向けて

高校生対象の公開講座の内容や手法につい

て検討を進める。 

○過去実施された高校生対象の公開講座の取りまとめ、ま

た平成19年度実施の検討を行った。 

１ Ⅲ    

 

c 大分県内の高校を訪問し、本学の

特長や学生受入方針をアピール

する。 

○入試委員会において、高校訪問の時期や内

容を検討し、全学的な組織体制のもとに高

校訪問を実施する。 

○入試委員会において高校訪問の時期や内容を検討し、大

学ＰＲに留まらず各高校からの情報収集を積極的に行う

よう改善した。その上で、人文系２学科と教務学生部で

分担して組織的・計画的に高校訪問を実施した（大分県

内48校）。 

１ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

(5) 学生への支援 
 

中期 

目標 

ア 生活支援 

 学生のキャンパス生活の充実に向けて、学生の生活相談、進路相談及びメンタルヘルスに的確に対応することができる支援体制を整備する。また、学友会やサークル、ボランティア等の学生の自主的活動への支援

を強化する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)担任教員による生活支援・進路

支援体制 

 生活支援、進路支援を充実させる

ために、専任教員全員が担任とし

て少人数の学生を受持ち、学生生

活、進路、悩み事等に関する指導

助言を行う体制を整備する。 

(ア)担任教員による生活支援・進路支援体制

○教務学生委員会において、各学科における

担任制の実施状況を調査するとともに、全

学科の専任教員全員による生活支援体制を

整備する。 

(ア)担任教員による生活支援・進路支援体制 

○各学科における担任制の実施状況を調査し、専任教員全

員による生活支援体制を整備した。 

１ Ⅲ  

 

(イ)学生の状況把握 

 担任教員は、担当する学生の長期

欠席、休退学、留年、成績不振等

の実態を常時把握することに努

め、その対応に取り組む。 

(イ)学生の状況把握 

○各学科において、学生の長期欠席や休退学、

留年、成績不振等の状況を的確に把握する

体制を整える。また、教務学生部において、

休学者・退学者等の状況並びに理由を過去

にさかのぼって調査し、基礎資料を作成す

る。 

(イ)学生の状況把握 

○過去３年間の休学者・退学者等の状況と理由を調査し基

礎資料を作成した。また、各学科において学生の状況に

関する情報共有の体制を確認・整備した。 

[美術科]では、教員が学生の状況を把握する体制は整って

おり、教員間で学生の状況に関する意見交換も行われた。

[音楽科]では、学年担任制を従来より実施。学科会議で常

時問題のある学生の履修状況を確認した。 

[国際文化学科]では、クラス担任制度を実施、学科会議に

て学生の状況についての情報を共有する体制を整備。 

[情報コミュニケーション学科]では、学科会議を通じて学

生の出席状況等の把握を行い留年の防止等に務めた。 

１ Ⅲ  

 

(ウ)保健管理センター 

a 学生からの健康相談、メンタルケ

アに関する相談に迅速、的確に対

応できるように、保健管理センタ

ーの機能の充実を図る。 

b 保健管理センターの保健師・カウ

ンセラーと担任教員との連携を

強め、健康相談やメンタルケアの

相談に適切に対応する体制を充

実させる。 

(ウ)保健管理センター 

○学生からの健康相談、メンタルケアに関す

る相談に適切に対応する体制を充実させる

ために、保健師・相談員と担任教員との連

携を強める体制等について、保健管理セン

ターにおいて検討する。 

(ウ)保健管理センター 

○保健師・相談員と担任教員との連携を強める体制につい

て検討した。教務学生部との連携を強化するとともに、

年２回程度、相談の事例検討会の開催を行うこととした。

１ Ⅲ    

 



32 

  

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(エ)人権相談室 

 人権相談室は、学生が直面する生

活上の様々なトラブルやハラス

メントに対する相談に応じると

ともに、トラブルの予防教育と対

策を強化する。 

(エ)人権相談室 

○新入生の全学オリエンテーションにおい

て、人権相談室の案内と人権講話を実施す

る。また、セクシャルハラスメント等人権

侵害防止委員会において、大学ホームペー

ジの学内専用ページに掲載している人権相

談室の案内をより分かりやすく改訂する。

さらに、全教職員を対象にセクシュアル・

ハラスメント等、人権問題に関する研修会

を実施するとともに、人権侵害について実

態調査の実施を検討する。 

(エ)人権相談室 

○新入生オリエンテーションにて、新入生に対する人権講

話を実施した。また、大学ホームページの学内専用ペー

ジにおける人権相談室のページを更新、セクハラに対す

る対応方法を記載。１月にセクシュアル・ハラスメント

等、人権問題に関する研修会を教職員に対して実施した。

また、学生を対象に、セクシュアル・ハラスメント及び

人権問題に関する実態調査を実施した。 

１ Ⅲ  

 

(オ)自主的活動の支援 

a 学友会活動、サークル活動、ボラ

ンティア活動など学生の自主的

活動を奨励する支援体制を強化

する。 

 

(オ)自主的活動の支援 

○学友会と大学当局との定期的な対話の場を

設けるとともに、教務学生部において学友

会の運営を支援していく。また、学生の自

主的活動に関する情報提供や情報告知のよ

り有効な方法を検討する。 

(オ)自主的活動の支援 

○教務学生部において、七夕祭、大学祭など学友会主催行

事の支援、また学友会会計業務のサポートを行った。学

友会と大学当局とは随時、連絡を取り合っているが、１

月以降、毎月１回、定期ミーティングを開くこととした。

また学生の自主的活動に関する情報提供・情報告知の仕

組みとして、管理棟前の掲示板を整備した。 

１ Ⅲ    

 

b サークル活動については顧問教

員を明確にし、学生への指導助言

を適切に行う体制を整える。 

○学友会と連携しながら、教務学生部におい

て、顧問教員の明確化やサークル活動の支

援の仕組みを検討する。 

○学友会と連携して、団体（部・サークル・同好会）活動

届を年度初めに提出する仕組みを導入し、顧問教員の明

確化を図った。また、在学生を対象に学生生活調査を実

施し、サークル活動への学生の参加状況について調査し

た。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
イ 進路支援 

 学生の就職及び進学(四年制大学への編入学及び専攻科への進学)に関する支援体制及び支援活動を強化し、高い就職率と進学率の達成への取組を進める。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)全学的な進路支援体制の確立 

a 学生に対する就職及び進学(4年

制大学への編入学及び専攻科へ

の進学)支援については、学科と

事務組織が連携しながら支援体

制を確立する。 

(ア)全学的な進路支援体制の確立 

○平成17年度までの「就職指導室」を「進路

支援室」に改組するともに、各学科に進路

支援主任を置き、進路支援の組織的な体制

を強化する。 

(ア)全学的な進路支援体制の確立 

○年度当初に「就職指導室」を「進路支援室」に改組し、

業務を開始した。同時に、国際文化学科・情報コミュニ

ケーション学科に各２名、美術科・音楽科に各１名の進

路支援主任（教員）を配置した。また、進路支援主任と

担当職員により、就職・編入に関する指導上の問題点を

検討し、その結果、現行の「就職の手引き」を「進路の

手引き」として大幅改訂した。さらに、企業向けの「大

学紹介パンフレット」についても、内容をあらためて精

査し、大幅に改訂した。加えて、本学ホームページの進

路関連の諸ページを再検討し、ページの構成をより分か

りやすくするとともに、企業・団体の方向けのページを

新設した。 

１ Ⅲ  

 

b 学生の就業意識を醸成するため

に、地域社会と連携したインター

ンシップを拡大、充実させる。 

○進路支援室及び進路支援主任を中心に、イ

ンターンシップのための全学的な実施体制

を整備する。また、インターンシップの実

施スケジュール、事前・事後指導の内容を

吟味検討し、インターンシップの教育的効

果を高める。 

○インターンシップは、実施体制を整備するとともに新た

な実施計画を策定し、５～７月に準備、８月から実施し

た。担当教員による学生指導を充実させたほか、事前・

事後指導の内容を改訂した。参加学生数は、前年度の50

名から99名へと大幅に増加し、学生の就職に対する意識

も高まった。 

２ Ⅳ  

 

c 就職率及び進学率はともに90％

以上を目標とする。 

○就職率及び進学率を高める取組の一環とし

て、進路支援室の学生利用率を上げ、また

進路ガイダンスや就職ガイダンスの学生参

加率を上げる。 

○進路支援室の利用やガイダンスへの参加を促進するため

に、掲示や案内、学内放送を通して周知に努めた。平成

18年度、進路支援室の学生利用数は延べ5,931人で平成17

年度より上昇した。就職ガイダンス（計7回）の学生参加

数は1回当たり146人となり、平成17年度とほぼ同数であ

った。 

○平成18年度卒業生の就職率は92.0％、進学率は93.5％

となり、いずれも平成17年度を上回った。 

１ Ⅲ  

 



34 

  

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(イ)進路支援室 

a 就職志望に加え４年制大学への

編入学志望者が増加しているこ

とから、就職指導室を平成18年

度から進路支援室に改組し、全学

的な進路・就職ガイダンス、求人

情報の提供、公務員試験対策、学

生の就職相談、就職先の開拓等を

充実させる。 

(イ)進路支援室 

○進路支援室を芸術棟から人文棟１階に移

し、利用学生の利便性の向上を図る。 

(イ)進路支援室 

○年度当初に進路支援室の移転を完了し、業務を開始した。

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

b 就職支援については、経営者団体

や企業、公的機関との連携を図

り、インターンシップの拡大、充

実、就職先の情報提供と指導助言

を適切に行う。 

○インターンシップの拡大・充実のため、進

路支援室を中心に、全学的な実施体制を整

備する。平成17年度から進めてきたジョブ

カフェおおいたとの協力関係を強化し、就

職活動のための個別相談会やセミナーを開

催する。共通教育科目に１年生対象の「キ

ャリア・プランニング」を新設し、企業等

との連携を図る。 

○進路支援主任に加え、各学科の他の教員もインターンシ

ップの担当教員となり、学生指導を充実させた。ジョブ

カフェの個別相談会やセミナーを、年間を通して計画的

に開催している。後期からは、共通教育科目として「キャ

リア・プランニング」を開講した。 
１ Ⅲ  

 

c 進学支援については、各学科との

連携のもとに、編入学関係等の情

報収集と提供、学生への指導助言

を行う。 

○進路支援室において、募集要項や過去の入

試問題等の情報収集を組織的に行うととも

に、各学科と協力して、学生へのより有効

な情報提供の仕組みを検討する。 

○各大学から郵送されてきた募集要項は、進路支援室で整

理保管するとともに、一覧表を作成して掲示した。また、

国公立大学や本学生の志望が多い大学の募集要項につい

ては、学生向けの掲示の他、進路支援主任を通して担任

や学生への周知を図った。さらに、１月に人文系２学科

の学生を対象として、編入学のガイダンスを実施した。

加えて、編入学試験の過去の入試問題について、実績の

ある主たる大学から収集するとともに、進路支援室にお

いて整理保管し、自由に閲覧できる体制を整えた。 

１ Ⅲ  

 

(ウ)学科及び担任教員による進路

支援 

a 各学科及び担任教員は、進路支援

室との連携のもとに、１年次のキ

ャリア教育と2年次の実践的な就

職指導を強化する。 

(ウ)学科及び担任教員による進路支援 

○各学科において１年次生向けの進路ガイダ

ンスを前期に実施し、早くから学生の進路

意識を高めていく。また、学科における進

路相談、就職指導や進学指導、資格取得支

援、各種試験対策、情報提供等について、

各学科で問題点を洗い出し、今後の改善策

を検討する。 

 

(ウ)学科及び担任教員による進路支援 

○６～７月に、１年次生向けの「進路オリエンテーション」

（１コマ）を各学科で実施した。その他に、 

[美術科]では、担任教員による定期的な進路に関する個人

面接を実施した。 

[音楽科]では、各教員が専門ごとに個別に支援を行った。

[国際文化学科]では独自に、２年次生対象の進路ガイダン

ス、編入学希望者対象の編入学ガイダンスを実施すると

ともに、進路に関する実態調査を行い、現状の把握に努

めた。 

[情報コミュニケーション学科]では、１年オリエンテーシ

ョンから進路指導についてガイダンスを実施し、毎週月

曜１限の基礎ゼミの時間に各担当教員から進路指導を行

った。また、２年次には卒業研究の時間に進路指導を実

施するなど、進路指導主任を中心に情報の提供と実情の

把握に努めた。 

○１月には、人文系２学科合同で、編入学のガイダンスを

実施した。年度末には、進路支援の問題点と改善策につ

いて学科ごとに検討し、また進路支援室においても検討

を進めた。 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

b 各学科及び担任教員は、学生の進

路に対する意識を高めるととも

に、進路相談や就職活動の助言、

求人情報の提供等を積極的に行

う。 

c 進学支援、各種資格の取得支援、

公務員試験や各種国家試験の対

策についても、各学科や担任教員

による支援を強化する。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究 

(1) 研究の方向 
 
中期 

目標 
ア 研究活動の活性化 

 芸術の創造、文化の進展及び地域社会の発展に貢献するために、教員の研究活動の活性化を図る。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 各教員は、年度当初に当該年度の

研究活動計画書を作成・提出する

とともに、前年度の結果を報告す

る。 

 

○教育研究審議会において、研究活動計画書

の作成・提出及び結果報告の制度を整備し、

平成19年度からの導入を目指す。 

 

○平成19年度からの導入する新しい教員評価制度の中で、

「研究活動計画書の作成・提出及び結果報告」を行うこ

とにした。 １ Ⅲ  

 

b 各教員は、それぞれの専門分野に

おいて、優れた研究成果を創出す

るとともに、国内外の展覧会、演

奏会、学術誌、学会等で発表を行

う。 

○研究成果の積極的な発表を促進するととも

に、各教員の発表状況を記録する研究活動

集録の形式等について、紀要編集委員会に

おいて改善を図る。また、良好な研究環境

に向け、研修制度や研究時間の確保などの

課題に関し、各学科及び教育研究審議会に

おいて検討を進める。 

○研究活動集録は記載事項を再検討し、社会活動などの記

録を含めた教育研究活動集録として、原案を作成。また、

教育研究活動集録の本学ホームページへの公開を審議

し、各学科の意見を集約し、検討した。 

 

１ Ⅲ  

 

c 公立大学法人として県民の期待

にこたえるために、芸術・文化・

教育・福祉・産業等の分野におい

て、地域社会の発展につながる研

究に力を入れる。 

○各学科において、研究状況を把握・整理す

るとともに、学科の特性に応じて、地域社

会に貢献しうる重点的な研究領域を検討す

る。 

○各学科において、各教員の研究状況の把握・整理を行い、

重点的な研究領域の検討に着手した。 

[情報コミュニケーション学科]では、各教員の地域活動を

把握し、新設科目サービスラーニングの設置に役立てた。

 

１ Ⅲ  

 

d 教育プログラムの開発、実践、評

価に関する研究を行い、文部科学

省の「特色ある大学教育支援プロ

グラム」(特色ＧＰ)等への申請を

行う。 

○教養教育における芸術文化鑑賞とアート・

マネジメントによる感性教育の試みについ

て、「特色ある大学教育支援プログラム」

（特色ＧＰ）への申請を行う。 

○「現代的教養人を育てる感性教育の試み：学生主体によ

る芸術鑑賞とアート・マネジメントを通して」を平成18

年度「特色ある大学教育支援プログラム」（特色ＧＰ）に

申請した。 

１ Ⅲ    

 

e 優れた研究成果をあげるために、

４年制大学化を視野に入れつつ、

研究活動の充実を図る。 

○４年制大学化に向けて、科学研究費等に積

極的に申請し、研究業績を蓄積するととも

に、研究の充実を図っていく。 

○教授会において科学研究費補助金の積極的な申請を教員

に要請し、平成18年度は計５件の申請があった。科学研

究費補助金については、過去５年間の申請・採択状況を

まとめ基礎資料を作成した。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
イ 共同研究の促進 

 芸術と文化に関する学際的な共同研究プロジェクト及び地域社会の課題解決や発展につながる共同研究プロジェクトの促進を図る。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 芸術と文化の発展のために、専門

の異なる教員が共同で行う学際

的な共同研究プロジェクトを促

進する。 

○本学でこれまでに行われた共同研究プロジ

ェクトの内容と成果を各学科で取りまと

め、全学の基礎資料を作成する。また、共

同研究プロジェクトを促進するための学内

体制の在り方について、各学科及び教育研

究審議会で検討を進める。 

イ 共同研究の促進 

○これまでに行われた共同研究プロジェクトを取りまとめ

た。近年では、平成13～14年度に[情報コミュニケーシ

ョン学科]５名、平成14～15年度に[国際文化学科]４名

と[音楽科]１名、平成16年度に[情報コミュニケーショ

ン学科]２名による共同研究が実施されている。 

１ Ⅲ  

 

b 公立大学法人としての役割を踏

まえ、地域社会の課題解決や発展

につながる産学官の共同研究プ

ロジェクトを促進する。 

○本学でこれまでに行われた産学官の共同研

究プロジェクトの内容と成果を地域貢献委

員会で取りまとめ、基礎資料とする。また、

今後の共同研究プロジェクトの内容と手法

について、地域貢献委員会で検討を進める。

○これまでに行われた産学官の共同プロジェクトを取りま

とめた。平成18年度は次のようなプロジェクトが実施さ

れた。①由布市との小中学校情報推進支援業務、②竹田

市におけるコンピュータ・グラフィックスによる岡城復

元計画(竹田市・大分大学・本学)、③インターネットを

活用する企業活動支援事業共同研究（ハイパー研）。 

１ Ⅳ    

 

c 他の大学や研究機関との連携を

推進し、学際的・先端的研究に取

り組む。 

○本学でこれまでに行われた他の大学や研究

機関との連携の内容と成果を各学科で取り

まとめ、全学の基礎資料を作成する。また、

連携を進めるための学内体制の在り方につ

いて、各学科及び教育研究審議会で検討を

進める。 

○これまでに行われた他の大学や研究機関との連携を取り

まとめた。平成18年度において、[美術科]では新居浜工

業高等専門学校、大分大学都市計画研究室、[国際文化学

科]では武蔵大学、[情報コミュニケーション学科]では大

分県産業科学技術センターとの連携が行われた。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
ウ 研究活動の公表と成果の還元 

 研究活動とその成果について公表するとともに、地域社会への還元を図る。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)研究活動と成果の公表・公開 

 研究活動と成果については、全学

的な評価を行い、自己点検・評価

報告書、研究紀要、大学案内、広

報紙及びホームページ等を通し

て公表・公開するとともに社会に

向けて積極的に広報を行う。 

(ア)研究活動と成果の公表・公開 

○紀要編集委員会において、各教員の研究活

動に関する研究活動集録を作成し、本学の

研究紀要に掲載する。また、研究活動集録

の電子化を検討する。 

ウ 研究活動の公表と成果の還元 

(ア)研究活動と成果の公表・公開 

○研究活動集録は記載事項を再検討し、社会活動などの記

録を含めた教育研究活動集録として、原案を作成。また、

教育研究活動集録の本学ホームページへの公開を審議

し、各学科の意見を集約し、検討した。 

１ Ⅲ  

 

(イ)研究成果の還元 

 研究成果を地域社会に還元し、芸

術・文化・教育・福祉・産業・経

済等、県民生活の向上に貢献す

る。 

(イ)研究成果の還元 

○これまでに行われた研究成果の還元の内容

と成果を地域貢献委員会において取りまと

め、基礎資料とする。また、同委員会にお

いて、研究成果を地域社会に還元するため

の方法等について、検討を進める。 

(イ)研究成果の還元 

○これまでに行れた研究成果の還元状況を取りまとめ、芸

術系２科では、作品展やワークショップ、巡回演奏会、

出前演奏会など、人文系２科では、研究の発表・出版、

地域公開講座、講演会など今後の還元方法について検討

を行った。平成18年度の主なものとしては、美術科の公

開対談「宇治山哲平の人と作品」、「コンピュータグラフ

ィックによる岡城復元」のテレビ放映、音楽科の「オペ

ラレクチャー」、国際文化学科の公開講座「美の文化遺産

をめぐる旅、東へ西へ」、情報コミュニケーション学科「ハ

イパーネットワーク社会研究所事業報告書」の作成配布

など。 

１ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究 

(2) 研究の実施体制 
 
中期 

目標 
ア 研究環境の整備と研究費の獲得 

 優れた研究成果を創出するため、研究環境を整備するとともに、研究費の獲得を図る。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)教員と補助職員の確保と配置 

 研究体制を維持、強化するため

に、教員と補助職員の確保と配置

を適切に行う。 

 

(ア)教員と補助職員の確保と配置 

○各学科において、教員と補助職員の配置状

況に関する現在の問題点を整理する。また、

教育研究審議会において、その改善策を検

討する。 

(ア)教員と補助職員の確保と配置 

○各学科における問題点を整理し検討した。教員に関して

は、各学科ともに新規採用教員の専門分野の検討、補助

教員に関しては、[美術科]では、ネットワーク管理や木

工専門技官、[国際文化学科]ではマルチメディアや語学

関連の配置希望があった。 

１ Ⅲ  

 

(イ)研究設備・備品等の整備 

 優れた研究成果を創出するため

に、必要な設備・備品等の研究環

境の整備を進める。 

 

(イ)研究設備・備品等の整備 

○各学科において、研究設備・備品等の研究

環境に関する現在の問題点を整理する。ま

た、教育研究審議会において、その改善策

を検討する。 

(イ)研究設備・備品等の整備 

○研究環境に関する問題点の整理を実施し、改善策を検討

した。 

[美術科]では、制作室、展示室、パソコンや映像機器、[国

際文化学科]では、教員の海外留学制度や図書、[情報コ

ミュニケーション学科]では、デジタル視聴覚機器やコピ

ー機、ネットワークカラープリンターなどが不足してい

ることが判明した。 

１ Ⅲ    

 

(ウ)研究費の確保・獲得 

 教員は科学研究費等の申請を積

極的に行い、外部研究資金の獲得

を目指す。 

 

(ウ)研究費の確保・獲得 

○各学科・各教員において、科学研究費等の

申請を積極的に行う。また、教務学生部に

おいて、科学研究費等の申請・採択状況を

過去にさかのぼって調査し、基礎資料とす

る。 

(ウ)研究費の確保・獲得 

○教授会において科学研究費補助金の積極的な申請を教員

に要請し、平成18年度は計５件の申請があった。科学研

究費補助金については、過去５年間の申請・採択状況を

まとめ基礎資料を作成した。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
イ 共同研究の促進 

 学内における研究実施体制を強化するとともに、学外との共同研究を促進する体制を整備する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)学内の共同研究体制 

 芸術と文化の発展や地域社会の

課題解決につながる共同研究、文

部科学省「特色ある大学教育支援

プログラム」(特色ＧＰ)等への申

請を行うための共同研究につい

ては、研究費の重点配分など弾力

的な運用を図る。 

(ア)学内の共同研究体制 

○教育研究審議会において、研究費の弾力的

な運用の仕組みを検討する。 

(ア)学内の共同研究体制 

○研究費の弾力的な運用の仕組みを検討し、これまでの一

律定額配分に加え、理事長裁量による配分枠を設け、教

員の自主的な申請により理事長等の審査を経て配分する

制度を導入することとした。 
１ Ⅲ  

 

(イ)学外との共同研究体制 

a 大分県、各自治体、民間の企業・

団体等との連携を強め、産学官の

共同研究に取り組む体制を整備

する。 

b 国内や海外の大学及び研究機関

との共同研究に取り組む体制を

整備する。 

(イ)学外との共同研究体制 

○これまでに行われた連携や共同研究の内容

と成果を各学科で取りまとめ、全学的な基

礎資料を作成する。また、共同研究を今後

どのように進めていくか、各学科及び教育

研究審議会において検討を進める。 

(イ)学外との共同研究体制 

○これまでに行われた学外との共同研究の取りまとめを実

施し、今後の共同研究のあり方の検討を始めた。 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
ウ 研究成果の評価と管理 

 研究成果の評価システムを導入し、評価結果を研究の向上に生かすことができる体制を構築する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)研究成果の評価 

 研究成果を評価するためのシス

テムを構築し、評価結果を研究活

動の活性化に役立てる。 

 

(イ)研究費の配分 

 研究活動を積極的に支援するた

めに、一律定額の研究費の配分に

加えて、研究評価の結果に基づく

配分システムを構築する。 

(ア)研究成果の評価及び研究費の配分 

○教育研究審議会において、研究成果を評価

するための手法や研究費の配分の方法等に

関し他大学の事例を調査し、本学の特性に

あったシステムの検討を進める。 

(ア)研究成果の評価及び研究費の配分 

○研究成果の評価方法や研究費の配分については、教員業

績評価制度の評価結果の反映として検討を行った。 

○研究費の配分システムについては、これまでの一律定額

配分に加え、理事長裁量による配分枠を設け、教員の自

主的な申請により理事長等の審査を経て配分する制度を

導入することとした。 

１ Ⅲ  

 

(ウ)研究成果の管理 

a 研究成果については、そのデータ

ベース化を推進する。 

(ウ)研究成果の管理 

○教育研究審議会において、研究成果のデー

タベース化に向け、検討を進める。 

(ウ)研究成果の管理 

○教員の研究成果のデータベース化に向け、大学ホームペ

ージにて公開することを検討した。 

１ Ⅲ    

 

b 芸術作品及び知的財産の創出、取

得、管理並びに活用を推進する体

制を整備する。 

○各学科において芸術作品及び知的財産の現

状を取りまとめ、総務企画部において全学

の基礎資料を作成する。また、今後どのよ

うな体制を整備するか、教育研究審議会に

おいて検討を進める。 

○各学科の芸術作品及び知的財産の現状を調査及び整理を

行い、今後、学内の作品展示室等で展示などその積極的

な活用を図っていくこととした。 １ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 社会貢献 

(1) 地域社会との連携 
 
中期 

目標 
ア 教育研究の成果の地域還元 

 高齢化の進行や定年退職を迎える団塊の世代のニーズにこたえ、開かれた大学として県民に広く学習の機会を提供するとともに、教育研究の成果を積極的に地域社会に還元し、地域社会の発展に貢献する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)企画実施体制の整備 

 地域社会のニーズに的確に対応

するため、現行の「公開講座委員

会」を「地域貢献委員会」として

改組・拡充し、地域貢献活動を全

学的に企画、運営、評価する体制

を整備する。 

(ア)企画実施体制の整備 

○改組・拡充した「地域貢献委員会」を中心

に、地域貢献活動を企画・運営・実施する

とともに、各活動の成果や問題点について

把握と評価を試みる。 

(ア)企画実施体制の整備 

○地域貢献委員会を中心に地域貢献活動を企画・運営・実

施するとともに、各活動の成果や問題点について取りま

とめた。 

 

１ Ⅲ  

 

(イ)県民サービスの向上 

a 県民に広く学習の機会を提供す

るために、県民のニーズや関心に

即した公開講座を企画立案する

とともに、その内容と方法を充実

させる。 

(イ)県民サービスの向上 

○県民のニーズや関心に即した公開講座を、

５講座以上を目標に企画・実施し、受講者

の反応や満足度を把握する。 

（イ）県民サービスの向上 

○平成18年度の公開講座は次の通り。 ①「ガチンコ勝負 

山田耕筰」６月３日～24日( 受講者15名)②「英語で語

ろう世界のあれこれ」７月７日～８月４日( 受講者 25

名)③公開講座「美の文化遺産をめぐる旅、東へ西へ」10

月12日～11月９日（受講者 35名)④パソコン実習中級

「プログラム、３Ｄ（３次元）、画像編集の世界」10月７

日～11月11日（受講者57名) ⑤学外公開講座「気まま

にデッサン」inはざま、11月25日～12月9日（受講者

19名)。また、受講者アンケート等を実施した。 

 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

○ブランドニュー県立大学活性化支援事業を

活用して、学生と教職員が一丸となって、

地域社会に貢献する本学の姿を広く県民に

アピールする。 

○学生、教職員、ＯＢが一体となって当大学の芸術文化活

動を広く県民に提供するための芸文短大フェスタをグラ

ンシアタにおいて10月９日（月）から15日（日）の間

に開催することにより、地域に貢献する県立大学として、

法人化により新しく生まれ変わった県立芸術文化短期大

学を、広く県民にアピールした。 

 

１ Ⅲ  

 

○大分県や各自治体との連携の下に、教員・

学生による出前演奏会を公民館や病院、各

種施設で開催する 

○地域巡回演奏会を豊後大野市と日田市にて開催した。別

府古楽祭や大友フェスタ等で出前演奏会を開催した。 

 

１ Ⅲ  

 

b 公開講座の実施にあたっては、大

分県や各自治体との連携を強化

し、出前講座を実施する等、サー

ビスの向上を図る。 

○各自治体と協議しつつ、地域に根ざした公

開講座の企画及び実施のあり方について検

討する。 

○地域に根ざした公開講座のあり方について検討した。平

成19年度からは特定の３ヶ所程度の開催地を隔年または

３年間隔で開催することとした。  

１ Ⅲ  

 

○「音の泉コンサートシリーズ」（年６回）、

「定期演奏会」（年１回）を開催し、県民

に音楽の喜び、感動と癒しを提供する。 

○従来学内で催されていた「学内演奏会」を「公開学内演

奏会」として一般公開し、6月7日・28日にiichiko「音

の泉ホール」にて開催した。11月１日・22日には、前期

成績優秀者による演奏会、12月には教員も加わりクリス

マスコンサート「名曲の夕べ」（12／15）、3月には「アン

サンブルの夕べ」（3/7）を開催するなど、６回のシリー

ズを毎回異なる企画で開催し、バラエティを持ったコン

サートシリーズとした。また、10月9日には、第42回定

期演奏会を開催した。 

 

２ Ⅳ  

 c 芸術を通して「癒し」を提供する

講座や各種文化講座など、時代の

ニーズにこたえる公開講座を実

施する。 

○県民の芸術文化に対するニーズに応えるた

めに、大分県立芸術会館や大分市美術館等

の展示事業と組み合わせた共同事業を企画

実施する。 

○大分市アートプラザホールにおいて学生による企画展

「げいたんび」を開催。５グループで50名以上の学生が

出品した。大分県立芸術会館において卒業制作展及び専

攻科修了制作展を開催（２月）した。 

１ Ⅲ  

 

○ＩＴ関連の中・上級資格取得を目標にする

社会人を対象とした情報技術講座の開催を

検討する。 

○新しくネットワークを介した検定ＰＣ検定を８月、10月、

12月、２月に学生向けの講座を実施した。平成19年度か

らは、高校生向け、社会人向けの講座の開始を目指すこ

ととした。 

 

１ Ⅲ  

 

○音楽理論の理解を深めつつ、歌唱・演奏技

術の向上を図る総合的な公開講座を実施す

る。 

○公開講座「ガチンコ勝負 山田耕筰」を６月３日～24日

（全４回 土曜日）に実施した。  受講者 15名 

 

１ Ⅲ  

 

d 社会人を対象とするより専門的

な公開講座を平成18年度から開

設し、県民の専門的知識の修得や

スキル(技能)の向上を支援する。 

 

○文学作品を専門的に深く鑑賞したい県民向

けのワークショップを実施する。 

○毎月第二水曜日に学外者を対象にした｢詩の会｣を開催し

た。 １ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

e 科目等履修生制度に加え、新たに

一般の人がより気軽に受講でき

る公開授業制度を平成19年度か

ら創設する。 

○平成19年度から創設予定の公開授業制度

の準備を行う（公開目的、公開科目、受講

生の受入れに係る規程等）。 

○平成19年度から創設予定の公開授業制度について検討し

た。 
１ Ⅲ  
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中期 

目標 
イ 地域社会との連携推進 

 芸術文化を中心とした地域貢献を推進するために、自治体、民間企業、ＮＰＯ法人等との協力や連携体制を確立する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)自治体等との連携 

a 大分県や各自治体の各種審議

会・委員会に積極的に参画し、政

策立案等に貢献する。 

(ア)自治体等との連携 

○次のような各種審議会・委員会に参画し、

政策立案や企画実施の面で貢献する。 

「第63回国民体育大会大分県準備委員会」

「大分県商工労働部」「大分県労働局」「大

分県農林水産部e-naおおいたソング選定

委員会」「大分市総合計画検討委員会」「お

おいた都心まちづくり会議」「別大国道景

観整備委員会」「福祉権利擁護事業・大分

県運営監視委員会」「大分県明るい選挙推

進協議会」 

（ア）自治体との連携 

○平成19年２月28日、大分市との連携協定を締結した。

○平成18年度は次のような各種審議会・委員会に参画し、

政策立案や企画実施の面で貢献した。①大分市総合計画

検討委員会 都市基盤部会（大分市）②大分駅駅部景観

検討委員会（大分県）③福岡県職業能力開発審議会（福

岡県）④平成18年度第54回大分県統計グラフコンクー

ル審査委員長⑤民間広告導入意見聴取会議委員（大分県）

⑥大分市地域情報化推進委員会副委員長（大分市）⑦ジ

ョブカフェおおいた事業委託業務企画提案審査委員会委

員（大分県）⑧ジョブカフェおおいた事業「人材育成プ

ログラム開発・実証業務」委託事業者選定委員会委員（大

分県）⑨由布市小中学校情報推進支援業務委託事業受託

（由布市）⑩グレンツェンピアノコンクール審査委員長

（７月２日大分地区予選 ７月22日延岡地区予選 ９月

２日大分地区本選）⑪ありあけジュニアピアノコンクー

ル審査員（７月29日）⑫宮崎ピアノコンクール審査員（８

月８日、23日）⑬第６３回国民大会おおいた大会実行委

員会式典音楽部会委員（大分県）⑭大分県農林水産部ｅ

ｎａおおいたソング選定委員会委員⑮第２８回瀧廉太郎

記念コンクール 声楽の部審査委員（８月５日 音の泉

ホール）⑯大分市文化施設指定管理者選定委員⑰福祉サ

ービス利用援助事業・大分県運営適正化委員会委員（大

分県社会福祉協議会）⑱大分県明るい選挙推進協議会委

員⑲大分県立病院倫理委員会委員⑳大分市自転車利用基

本計画に参加①大分市複合文化交流施設基本構想策定委

員会委員②おおいた都心まちづくり会議委員③大分市自

転車利用推進懇話会委員 

 

２ Ⅳ  

 

b 大分県内の自治体や企業等と積

極的に連携協定を締結し、地域の

教育研究拠点として地域課題の

解決に貢献する。 

 

○由布市との間で「由布市小中学校情報教育

推進支援業務委託」を締結し、同市の情報

教育の推進を専門的な立場から支援する

（平成18年４月１日～19年３月31日ま

で）。 

○由布市長と本学学長との間で由布市小中学校情報推進支

援業務委託契約が行われ、由布市の情報教育の推進を支

援した。 

 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

○大分県立芸術会館が主催する「没後20年記

念 宇治山哲平回顧展」において、本学教

員・学生がギャラリー・トーク、及び、ワ

ークショップの実施に協力する。 

○６月18日（日）午後、大分県立芸術会館で開催中の「宇

治山哲平回顧展」会場においてギャラリー・トーク「宇

治山哲平、人と芸術」が開催され、学長、美術科教授が

参加した。また、教員、学生でワークショップ「つくっ

て遊ぼう！宇治山ワールド」を企画・実施した。 

 

１ Ⅲ  

 

○大分市が実施している「ＩＴを活用した市

民活動支援事業」と連携し、大分市内の商

店街や商工振興会のホームページ作成支援

を行う。 

○８月29日に本学学生３人が大分市からＩＴボランティア

に任命された。18年度は富士見ヶ丘商店街のホームペー

ジを作成した。２月26日に報告会を実施した。 

 

１ Ⅲ  

 

○大分県立図書館との共同により、同図書館

における大分の歴史と文化を学ぶための講

座を企画立案する。 

○大分県立図書館との交渉を開始し、本学教員を中心に「大

分の歴史と文化」について６回程度の講義を行う企画を

提案した。 

 

１ Ⅲ  

 

c 大分県や各自治体や関連機関と

連携し、各種研修会やセミナー、

啓発活動等を支援する。 

 

○次のような関係機関の研修会やセミナー、

文化講座、演奏会等の事業を支援する。 

「大分県立芸術会館」「大分県立図書館」「大

分県立生涯教育センター」「大分市美術館」

「大分市文化会館」「コンパルホール」「(財)

大分県文化スポーツ振興財団」「（財）ハ

イパーネットワーク社会研究所」「大分県

社会福祉介護研修センター」「大分県選挙

管理委員会」「大分県看護協会」「中津市

立図書館」 

○平成18年度は以下の事業を支援した。① 大分県民アカ

デミア大学、講演：「ポルトガルの旅－南蛮人の故地をた

ずねて」（大分県立生涯教育センター）②大分県民アカデ

ミア大学現代学くらし向上講座講師（大分県立生涯教育

センター）③芸術会館企画 2006ワークショップ「ひお

うぎ貝から絵の具を作ろう」に、学生ボランティア参加

及び日本画画材見本提供（８月19日）④（財）大分県文

化スポーツ振興財団主催 オペラレクチャー講師，

iichiko総合文化センター，野津中央公民館，宇佐市文化

会館⑤オペラレクチャー“声楽の基礎やオペラ『トゥー

ランドット』について”⑥第19回日墺文化協会フレッシ

ュコンサート2006オーディション声楽部門審査⑦（株）

九電工での講演「安全研修：ヒューマン・エラーを防ぐ

には」⑧（財）大分県建設技術センターでの講演「職場

におけるコミュニケーション」⑨社会福祉事業団大分県

なおみ園での講演「職場の人間関係：事故防止のために」

⑩ありあけジュニアピアノコンクール審査会⑪グレンツ

ェンピアノコンクール審査委員長（大分地区・延岡地区

予選、大分地区本選）⑫宮崎ピアノコンクール審査員⑬

MENA音楽教育者連合会主催演奏グレード検定審査⑭日本

クラシック音楽協会主催日本クラシック音楽コンクール

九州地区大分予選ピアノ部門審査員 ⑮「詩の会」（市民

と一緒に行っている読書会）を継続して行った⑯収蔵展

（７月13日～23日）実施（アートプラザのアートホール）

２ Ⅳ  
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 ⑰第２回九州ビウエラ講習会 レクチャー：旋法理論に

ついて⑱第４回ビウエラ講習会 レクチャー：旋法理論

について⑲第７回別府古楽祭 演奏⑳大友フェスタ 演

奏①大分市どこでもコンサート 演奏②ＧＩ九州地区委

員として、英語教育において世界の諸問題について取り

組むことを提言する発表（長崎）やニュースレターの執

筆③芸術会館ワークショップ「つくって遊ぼう！宇治山

ワールド」を企画・実施した。④中津市教育委員会と中

津市立小幡記念図書館からの依頼を受け、国際文化学科

教員が本学附属図書館職員や中国文化研究ゼミの学生た

ちと共に、中国思想史研究者・福永光司氏の蔵書整理に

携わる。⑤国際文化学科学生が初代由布市キャンペーン

ガールに就任。各種イベントに参加するとともに、県内

外において由布市のアピールに貢献した。      
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(イ)民間企業やＮＰＯとの連携 

○経済産業省及びＮＰＯ法人日本ネットワー

クセキュリティ協会（JNSA）が主催してい

る「インターネット安全教室」を本学で開

催する。 

(イ)民間企業やＮＰＯとの連携 

○10月14日に「インターネット安全教室」を実施した。（参

加人数50名） 

 

１ Ⅲ  

 

○社団法人大分県青年会議所や鶴崎商工会議

所青年部が企画実施している地域祭りやイ

ベントへ、教員や学生のボランティア参加

を促進する。 

○７月23日夜、大分市の国道197号の鶴崎商店街一帯で行

われた「二十三夜祭歩行者天国」に、人文系学生のチー

ムが参加した。本学学生21人が踊った。ほかに６名が、

衣装やメークアップ、広報などの支援に当たった。大分

青年会議所と佐賀関・野津原民話の絵本作成を共同で実

施した。 

１ Ⅲ  

 

○ＮＰＯ法人おおいた子供劇場が主催する子

どもキャンプ（小・中学生対象；（独）国

立青少年教育振興機構の助成事業）に学生

を指導員としてボランティア派遣する。 

○ＮＰＯ法人おおいた子ども劇場の子どもキャンプへ学生

ボランティア指導員として派遣した。 

 

 

１ Ⅲ  

 

○ＮＰＯ法人あしなが育英会のあしながＰウ

ォーク、寄付活動に、学生をボランティア

派遣する。 

○大学祭・上野の森アートフェスティバルで情報コミュニ

ケーション学科学生が模擬店やオープンカフェで得た収

益を寄付した。11月あしながＰウォークに７名が参加し

て、寄付金を手渡すとともに、あしなが育成会への理解

を市民に訴え、遺児や支援者と話し合いを持った。 

１ Ⅲ  

 

○ＮＰＯ法人ＡＢＣ野外教育センターと連携

し、本学の教育活動やインターンシップ、

地域貢献活動を推進する。 

○ＮＰＯ法人ＡＢＣ野外活動センターによる研修・インタ

ーンシップに参加。参加学生によるワークショップが芸

文短フェスタ・上野の森アートフェスティバル・スロー

カフェなどで実施。アートフェスティバルにオープンカ

フェなど参加した。 

 

１ Ⅲ  

 

(イ)民間企業やＮＰＯ等との連携 

 地域貢献を推進するために、民間

企業や非営利組織(ＮＰＯ法人

等)、自治会、ボランティア団体

等の地域住民団体との連携を図

る。 

○本学が所在する上野丘の地域住民が、大分

市美術館及び周辺会場で開催している「上

野の森アートフェスティバル」の企画と実

施に協力する。 

○実行委員に情報コミュニケーション学科と音楽科の教員

が参加し、企画運営に協力した。音楽科学生による美術

館コンサートや周辺民家での出前コンサートの実施、美

術科学生による美術館でのワークショップ、情報コミュ

ニケーション学科学生の美術館でのオープンカフェな

ど、延べ40名の学生が参加した。オープンカフェなどで

得た収益は２万円をあしなが育英会、１万円を上野の森

アートフェスティバルに、１万円を学生の映像作品発表

会の資金に寄付した。そのほか、会場の設営や準備など

多くの学生や教職員が参加した。 

 

１ Ⅲ  
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 ○次のような関係機関の研修会やセミナー、

文化講座、演奏会等の事業を支援する。 

「大分合同新聞社」「ＮＨＫ文化センター」

「大分第九を歌う会」「大分音楽療法研究

会」 

○平成18年度は以下の事業を支援した。①大分合同新聞社

主催文化講座「英会話」クラス担当②大分合同新聞批評・

解説掲載（音楽）③園田孝弘先生を偲ぶコンサート(大分

合同新聞主催)の企画、演奏指導④ＮＨＫ文化センター主

催「歌唱教室」講師（18．４～19．３）⑤大分第九を歌

う会主催 第九交響曲合唱指導者（18．４～）⑥OAB大分

朝日放送ふるさとCM大賞審査員として情報コミュニケー

ション学科学生50人参加⑦学生によるスローカフェ小鳥

映画祭の実施を支援。県内学生による映像作品を披露。

⑧大分県立芸術文化短期大学祭・アートフェスティバル

などの収益で資金援助。⑨10月12日「大分市どこでもコ

ンサート」で古楽器（ビウエラ）を演奏⑩10月14日、15

日「芸術文化短大フェスタ」をiichiko総合文化センタ

ー、アトリウムプラザにて開催。⑪11月１日音楽科コン

サートシリーズNo.27、若さあふれるコンサートを

iichiko音の泉ホールにて開催。⑫11月１日～12日大分

市アートプラザ、アートホールにて本学美術科展「げい

たんび」を開催。⑬11月11日，12日、大分市のiichiko

総合文化センター、県民ギャラリーにて、本学美術科学

生のアート集団NANNALEがアート展「しょんぼりくん て

ん」を開催。⑭本学美術科は、11月１日、宇佐市立佐田

小学校にて、子どもたちを対象とした「地域ふれあいア

ート講座」を開催。⑮11月22日音楽科コンサートシリー

ズNo.28、若さあふれるコンサートをiichiko音の泉ホー

ルにて開催。⑯12月20日音楽科コンサートシリーズ

No.29、クリスマスコンサート「名曲の夕べ」をiichiko

音の泉ホールにて開催⑰上野の森アートフェスティバル

に美術科教員の版画作品を展示⑱アートフェスタ「王子

中町スローカフェ」に美術科学生が出品（４月）⑲アト

リウムプラザにおいて展示空間実験プロジェクトに学生

が参加（９月）   

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ウ)後援会、同窓会との連携 

○同窓会ホームページを活用して、卒業生と

在学生の交流を促進する。また、学生の自

主的活動に対する同窓会の支援が適切かつ

円滑に行われるように連絡調整を行う。 

(ウ)後援会、同窓会との連携 

○在学生の活動について同窓会ホームページへの情報提供

並びに連絡調整を行った。 

 

１ Ⅲ  

 (ウ)後援会、同窓会との連携 

 保護者や卒業生との共同の取組

を推進するために、後援会、同窓

会との連携を強化する。 

○後援会と同窓会との連携の下に、音楽科

OB・OGによる演奏会を開催する。 

○芸術文化短大フェスタにおいて、同窓会と連携し、卒業

生のコンサート、作品展を実施し、ＯＢと在校生との対

話の機会を設けた。          

 

１ Ⅲ  

 

(エ)大学施設の開放 

 図書館、教室、体育館、グラウン

ドなどの大学施設を、大学運営に

支障のない範囲で開放を推進す

る。 

(エ)大学施設の開放 

○大学施設の開放については、利用者の利便

性を考慮した規程や手続を設け、ホームペ

ージ等によって周知を図る。 

(エ)大学施設の開放 

○大分県立芸術文化短期大学における不動産等の目的外使

用承認基準を策定し、ホームページで周知を図るととも

に、地域住民グループ等への利便を図った。 

○開放実績 ①大分第九を歌う会（音楽棟小ホール）②モツ

レクを歌う会（音楽棟小ホール）③１月27日、シニアネ

ット大分年次大会（大講義室）④３月８日、ＩＴボラン

ティア「ｉの手」養成講座（大講義室）など  

１ Ⅲ  

 

(オ)社会貢献活動の公表公開 

 社会貢献活動については、全学的

な評価を行い、「自己点検・評価

報告書」等を通して、その内容や

成果を公表・公開する。 

  

   

 

(カ)社会貢献活動の広報 

 本学の社会貢献活動については、

大学案内、広報紙及びホームペー

ジ等を通して地域社会に向けて

積極的に広報を行う。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 社会貢献 

(2) 他の教育機関との連携及び国際交流 
 
中期 

目標 
ア 他の教育機関との連携推進 

 県内の他大学・短大、小・中・高等学校と連携し、地域の教育の充実に貢献する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)県内の他大学との連携 

 大分県の高等教育の充実に寄与

するために、単位互換協定を結ん

でいる県内各大学との教育研究

面での連携を強化する。 

(ア)県内の他大学との連携 

○単位互換協定を結んでいる他大学と連絡協

議会を開き、これまでの成果や問題点につ

いて把握する。 

(ア)県内の他大学との連携 

○単位互換協定を結んでいる他大学と連絡を取り、現在の

課題とその対策について情報交換を行った。 

 

１ Ⅲ  

 

(イ)小・中・高等学校との連携 

○小・中・高等学校の教員から成る「大分県

情報教育研究会」（平成11年発足；本学に

事務局）を中心に、県内の小・中・高等学

校の情報教育の推進を支援する。 

(イ)小・中・高等学校との連携 

○５月・10月に大分県情報教育研究会運営委員会の会議を

開催し、今後の県内の小・中・高等学校の情報教育の推

進計画を検討した。 

 

１ Ⅲ  

 

○小・中・高等学校からの教育実践上の相談

や教員の派遣等の要請に的確に応える体制

を整備する。 

○県立芸術緑丘高と高大連携事業協定を締結した。また、

小・中・高等学校からの教育実践上の相談や教員の派遣

等の実績は次の通り。①高校生へのフランス修学旅行事

前研修講座実施（県立芸術緑丘高 ５月16日、６月13

日）②高校生への「音楽理論入門」講義（県立芸術緑丘

高 ９月５日、12日）③演奏指導及び前期試験審査（福

岡女学院高等部）④由布市立挾間・庄内中学校の吹奏楽

部演奏方法等技術指導⑤大分大学付属小学校２年生と保

護者に、「定期演奏会のステージリハーサル」⑥中・高・

大学の合唱部、社会人合唱団の指導、指揮を行う(大分市

立南大分中学校音楽部、豊後高田市合唱団「そよかぜ」、

県立大分上野丘高合唱部、県立臼杵高音楽部、大分大学

ユーベルエコー合唱団、県立芸術緑丘高合唱部)⑦県立聾

学校の文化祭の背景制作（11月）。⑧11月県立大分舞鶴

高において、英語による講義を実施。 

 

１ Ⅳ  

 

(イ)小・中・高等学校との連携 

a 高大連携を推進するために、高校

の教育活動への協力、支援を積極

的に行う。 

○小・中・高校学校や文化施設との連携を検

討し、文化財に関する講座・見学会等の実

施体制を整備する。 

○18年度後期講義｢大分の美術史｣において、市美術館学芸

員と打ち合わせを行い、受講生の大分市美術館見学を企

画し、文化施設との連携や文化財に関する講座・見学会

等の実施体制について検討した。 

１ Ⅲ  
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 ○小学校の児童育成クラブの補助事業につい

て、学生ボランティアの派遣等、協力体制

を継続する（大分市立西の台小学校）。 

○小学校の児童育成クラブ補助事業を実施した。（大分市立

西の台小学校）。 

 

１ Ⅲ  
 

○各高等学校から生徒の見学要請を受けた場

合には、体験入学として、本学の授業に参

加してもらう体制を整備する。 

○各高等学校からの生徒の見学要請を受けた場合には、体

験入学として、本学の授業に参加してもらう体制整備に

ついて検討した。 

 

１ Ⅲ  

 b 高校生が本学の授業を聴講でき

る体験入学の実施を検討する。 

○オープンキャンパス（年２回）における模

擬授業の内容をより充実させる。 

○オープンキャンパスでは、映像資料等を交えたミニ講義

を実施したほか、学科独自に制作した紹介ビデオの上映、

在校生によるクイズ、語学体験、研究室訪問など、参加

型の企画を多く盛り込み、訪れた高校生からも好評を得

た。 

 

１ Ⅲ  

 

○本学音楽科教員による芸術緑丘高等学校３

年生への特別指導を行う。 

○高校生への「音楽理論入門」講義（緑丘高 ９／５・12）

を実施した。また、推薦入試と一般入試の前に分野別に

１回ずつ特別レッスンを実施した。 

 

１ Ⅲ  

 c 本学の公立大学法人化に伴い附

属関係が解消された大分県立芸

術緑丘高等学校とは、引き続き相

互の協力支援体制を継続する。 

○芸術緑丘高等学校の「海外修学旅行事前研

修会」に、本学教員を講師として派遣する。

○芸術緑丘高校生へのフランス修学旅行事前研修講座を 

５月16日、６月13日に実施した。 

 

１ Ⅲ  
 

d 平成16年度に文部科学省「特色

ある大学教育支援プログラム」

(特色ＧＰ)に採択された地域巡

回演奏会をはじめ、小・中学生を

対象とした地域交流教育を推進

する。 

○小・中学生を対象とした地域交流教育とし

て、音楽科の地域巡回演奏会は、内容の充

実を図りつつ実施する（日田市）。美術科

においても、同主旨の企画を検討する。 

○７月８日と９日、平成18年度、地域巡回演奏会を大分県

豊後大野市と日田市にて開催した。 

○11月に宇佐市立佐田小学校において本学学生及び教員に

よる「ふれあいアート講座」を開催した。 

 

１ Ⅲ  
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中期 

目標 
イ 国際交流の推進 

 留学生の受入環境の整備や交流機会の拡大を進めるため、外国人留学生を積極的に受け入れ、学生及び県民との国際交流を通して、地域の国際化に貢献する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

(ア)外国人留学生の受入れ 

a 特に東アジア地域の人材育成に

寄与するために、外国人留学生入

試制度によって、意欲ある優秀な

外国人留学生を積極的に受け入

れる。 

(ア)外国人留学生の受入れ 

○本学の外国人留学生入試制度の広報を関係

機関等に向けて行い、その周知に努める。

(ア)外国人留学生の受入れ 

○募集要項を作成し、本学ホームページへの掲載を行った。

 
１ Ⅲ  

 

b 留学生向けの奨学金の確保、日本

語教育、生活相談を充実させる。 

○留学生支援の担当を中心に、留学生の生活

支援及び本学学生の国際交流活動を推進す

る。 

○留学生はいないが、韓国の大学からの学生派遣の依頼が

あり、交流イベントやホームステイ等の受け入れのため

の準備を行った。 

 

１ Ⅲ  

 

(イ)学生の海外留学 

c 学生の国際理解・国際交流を促進

するために、海外語学研修の協定

を締結した大学との連携を深め

る。 

(イ)学生の海外留学 

 

 

   

 

d 海外語学実習を含め、海外留学を

希望する学生の支援体制を整備

する。 

○海外語学実習及び海外留学を希望する学生

のための助成制度を充実させる。 

○渡航経費抑制のため新しい海外留学先の開拓調査を実施

し、オーストラリアのクイーンズランド・インターナシ

ョナル・ビジネスアカデミーと協定を締結した。また、

平成19年3月には韓国のソウル市立大学と協定を締結し

た。語学実習に参加する学生には渡航費用の一部助成を

行うこととした。 

 

２ Ⅳ  

 

(ウ)留学生等との国際交流の推進 

 大分県は人口に占める留学生の

割合が全国第２位の高率である

ことから、「大学コンソーシアム

おおいた」の加盟大学として、本

学生と留学生、県民との国際交流

を推進する。 

(ウ)留学生等との国際交流の推進 

○「大学コンソーシアムおおいた」の事業・

イベントにおいて、本学の学生や教職員の

参加を促進する。 

(ウ)留学生等との国際交流の推進 

○「大学コンソーシアムおおいた」の事業・イベントにつ

いて学内に掲示等を行い、学生や教職員の参加を促した。

10月に開催された第２回学生祭典「みんなのお祭り」で

は、本学学生がポスターとパンフレットのデザインを手

がけた。「大学コンソーシアムおおいた」のシンボルマー

ク募集への学生の出品及び審査員の派遣を行った。 

 

１ Ⅲ  
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

 (エ)地域の国際交流事業への協力 

 大分県や各自治体、他大学や小中

高校等が企画する国際交流事業

への協力を行う。 

(エ)地域の国際交流事業への協力 

○本学国際交流員（フランス人）が県内で行

うフランス文化の紹介、仏会話講座の実施、

通訳等の諸活動を支援・促進する。 

(エ)地域の国際交流事業への協力 

○教務学生部では、国際交流員の諸活動、大分での日常生

活について支援を行っており、本学国際交流員（フラン

ス人）が11月から国際交流プラザで仏語会話講座を実施

した。国際交流員の活動内容については年度内に資料を

まとめた。 

 

１ Ⅲ  
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項 

 
[教育] 

１ 教育の内容の充実 

(1) 専攻科 

２年制認定専攻科へ改組する申請が認められた。 

 

(2) 教養教育 

平成18年度より「一般教育」を改組し、その所属教員を各学科に配置した。 

「芸術文化Ⅰ・Ⅱ―鑑賞とマネジメント」「キャリア・プランニング」「地域社会特講Ⅰ・Ⅱ」「情報

機器基礎演習」等、新たな科目を設置し、教養教育の充実に努めた。 

 

(3) 専門教育 

美術科では、夏季休業中を利用して、版画、竹工芸、木工芸、ＤＴＰ、ウェブデザインなどにつ

いて外部講師を招いて、学生の興味に応じた選択授業を行った。学内に常設の作品展示室（ギャラ

リースペース）を整備し、学生によるグループ展を３回開催した。 

音楽科では、「地域巡回演奏会」、「定期演奏会」、「若さあふれるコンサート」、上野の森アートフ

ェスタ、オペラ公演（宇佐市）などを実施した。12月にはクリスマスコンサート「名曲の夕べ」を

開催。３月にはアンサンブルの夕べ、学外卒業・修了演奏会を開催した。 

国際文化学科では、編入学等希望学生向けに「論文作成基礎」を開講した。平成 18 年度には英

語検定試験合格者多数により、財団法人日本英語検定協会より優良団体賞を受けた。さらに外国語

学習のための自習スペースを人文棟内に設置した。 

情報コミュニケーション学科では、「ニュース英語Ⅰ・Ⅱ」「心理学特講Ⅰ・Ⅱ」「社会学演習Ⅰ・

Ⅱ」「論文作成基礎」を新設した。また、実務教育協会の情報処理士・秘書士などの担当教員をお

いて、資格取得への積極的な取組を進めた。 

 

２ 教育方法と学習指導の改善 

(1) 魅力的な授業の展開 

本学ホームページに平成18年度のシラバスを掲載し、学内外から自由に閲覧できるようにした。

平成17年度までの「ＦＤ委員会」を「ＦＤ推進会議」に改組し、組織的な推進体制を整備した。学

生による授業評価ならびに卒業生・修了生に対する満足度アンケートを実施し、授業内容や指導方

法に関する課題の把握に努めた。各学科では、個別のテーマでＦＤ活動に取り組んだ。授業技術の

向上を目的として、研修会を計５回実施し、のべ64名の教職員が参加した。 

講義形式の授業の工夫・改善をテーマに、各教員のノウハウを集約した実践事例集を作成・配布し

た。また、学生の自発性や積極性を引き出す方策について、各学科で検討した。 

授業評価の結果に対して各教員が今後の改善等を記した自己評価レポートを作成する制度を導入し

た。 

 

(2) 学習支援体制の充実 

各学科とも専任教員全員による学習支援体制を整備した。また、全教員による週１回、１時間程

度のオフィスアワーを実施した。また、オフィスアワーの曜日や時間帯は各学科、各教員が掲示す

るとともに、本学ホームページの学内専用ページに掲載した。 

 

人文棟２階の教室１室を自習室とした。また、在学生を対象に学生生活調査を実施し、授業時間

外の学習時間や自習室の利用状況、自習室の備品の必要性について調査し、その結果を検討した。 

 

(3) 成績評価 

ＧＰＡ制度及び表彰制度を円滑に導入できるよう、教務学生情報システムの仕様を定めた。さら

に、成績評価に対する学生の照会制度を導入し、前期と後期にそれぞれ実施した。 

 

３ 教育の実施体制の整備 

(1) 教育研究組織の整備 

平成18年度の各学科の教員配置、各教員の担当授業時間数、また各科目の履修状況について基礎

的データを収集・分析し問題点を整理した。 

 

(2) 教育の質の改善・向上 

学生による授業評価は前期と後期にそれぞれ実施、卒業生・修了生に対する満足度アンケートは

３月に実施し、ＦＤ活動の成果の把握に努めた。また、授業評価の結果に対して各教員が今後の改

善等を記した自己評価レポートを作成する制度を導入し、平成 18 年度前期の授業評価から実施し

た。 

 

(3) 教育環境の整備・充実 

図書館の開館時間を19時までに延長した。また、教務学生部の情報システムの仕様を検討した。

ネットワークを介しての学生の履修登録、教員の成績入力の導入を準備した。その他、情報メディ

ア委員会において各教室の視聴覚機材の不備を調査し、教育環境の整備・充実を行った。 

 

４ 優秀な学生の確保 

(1) 学生確保の基本方針 

入試委員会において、アドミッション・ポリシーを再検討し、「本学の求める学生像」を新たに

定めた。 

学費の減免制度については九州地区の公立大学・短期大学の事例を調査した。また、授業料奨学

融資制度を創設した。 

 

(2) 入試改革の実施 

人文系２学科の一般入試（前期日程）において、本学独自の学科試験に加え大学入試センター試

験を導入した。また、同じく人文系２学科の一般入試（後期日程）については、従来の個別試験（面

接試験）を廃止し、大学入試センター試験（２科目）のみに変更した。 

全学科とも、推薦入試における１高校あたりの推薦者数を緩和、一部学科において推薦要件を緩

和した。また、一部学科において推薦入試と一般入試（前期日程）の募集人員を変更した。 

 

(3) 大学の知名度向上 

大学案内と大学ホームページは、それぞれ改訂・リニューアルし、内容の充実を図った。 
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大学説明会への参加回数を増やすとともに、４学科で分担して組織的・計画的に実施した。高校訪

問は、人文系２学科と教務学生部で分担して組織的・計画的に行った。オープンキャンパスについ

ては、全参加者を対象としたミニコンサートの新設や、全体会において映像を使用したわかりやすい説明

を行う等、改善を図った。 

「エピストゥラ」６号を増刷、オープンキャンパス参加者や、高校訪問時に配布した。広報ポスターは大分

県内外の高校に配布した。 

 

(4) 高校との連携 

芸術緑丘高校及び雄城台高校に対し、出張講座を実施した。 

過去実施された高校生対象の公開講座の取りまとめ、また平成19年度実施の検討を行った。入試

委員会において高校訪問の時期や内容を検討し、大学ＰＲに留まらず各高校からの情報収集を積極

的に行うよう改善した。 

 

５ 学生への支援の充実 

(1) 生活支援 

各学科における担任制の実施状況を調査し、専任教員全員による生活支援体制を整備した。 

過去３年間の休学者・退学者等の状況と理由を調査し基礎資料を作成した。また、各学科におい

て学生の状況に関する情報共有の体制を確認・整備した。保健管理センターにおいては、保健師・

相談員と担任教員との連携を強める体制について検討した。人権相談室においては、新入生オリエ

ンテーションにて、新入生に対する人権講話を実施した。また、大学ホームページの学内専用ペー

ジにおける人権相談室のページを更新、セクハラに対する対応方法を記載。１月にセクシュアル・

ハラスメント等、人権問題に関する研修会を教職員に対して実施した。また、学生を対象に、セク

シュアル・ハラスメント及び人権問題に関する実態調査を実施した。 

 

(2) 進路支援 

「就職指導室」を「進路支援室」に改組し、業務を開始した。進路支援主任（教員）を配置した。

また、現行の「就職の手引き」を「進路の手引き」として大幅改訂した。さらに、企業向けの「大

学紹介パンフレット」についても、内容をあらためて精査し、大幅に改訂した。加えて、本学ホー

ムページの進路関連の諸ページを再検討し、ページの構成をより分かりやすくするとともに、企業・

団体の方向けのページを新設した。 

インターンシップは、実施体制を整備するとともに新たな実施計画を策定し、５～７月に準備、８月から

実施した。平成18 年度卒業生の就職率は92.0％、進学率は93.5％となり、いずれも平成17 年度を上回っ

た。 

共通教育科目として「キャリア・プランニング」を開講した。また、１年次生向けの「進路オリエンテー

ション」を各学科で実施した。 

 

 

[研究] 

１ 研究の活性化とその還元 

(1) 研究活動の活性化  

平成 19 年度からの導入する新しい教員評価制度の中で、「研究活動計画書の作成・提出及び結果

報告」を行うことにした。 

 

各学科において、各教員の研究状況の把握・整理を行い、重点的な研究領域の検討に着手した。

教授会において科学研究費補助金の積極的な申請を教員に要請し、平成18年度は計５件の申請があ

った。 

 

(2) 共同研究の促進 

平成18年度に行われた産学官の共同プロジェクトは①由布市との小中学校情報推進支援業務、②

竹田市におけるコンピュータグラフィックスによる岡城復元計画(竹田市・大分大学・本学)、③イ

ンターネットを活用する企業活動支援事業共同研究（ハイパー研）。また、他の大学や研究機関との

連携は、新居浜工業高等専門学校、大分大学都市計画研究室、武蔵大学、大分県産業科学技術セン

ターとの連携があった。 

 

(3) 研究活動の公表と成果の還元 

これまでに行われた研究成果の還元状況を取りまとめ、芸術系２科では、作品展やワークショップ、巡回

演奏会、出前演奏会など、人文系２科では、研究の発表・出版、地域公開講座、講演会など今後の還元方法

について検討を行った。平成 18 年度の主なものとしては、公開対談「宇治山哲平の人と作品」、「コンピュ

ータグラフィックによる岡城復元」のテレビ放映、音楽科の「オペラレクチャー」など。 

 

２ 研究の実施体制 

(1) 研究環境の整備と研究費の獲得 

各学科における問題点を整理し検討した。教員に関しては、各学科ともに新規採用教員の専門分

野の検討、補助教員に関しては、[美術科]では、ネットワーク管理や木工専門技官、[国際文化学科]

ではマルチメディアや語学関連の配置希望があった。 

研究環境に関する問題点の整理を実施し、改善策を検討した。[美術科]では、制作室、展示室、

パソコンや映像機器、[国際文化学科]では、教員の海外留学制度や図書、[情報コミュニケーション

学科]では、デジタル視聴覚機器やコピー機、ネットワークカラープリンターなどが不足している。 

 

(2) 共同研究の促進 

これまでに行われた学外との共同研究の取りまとめを実施し、今後の共同研究のあり方の検討を

始めた。 

 

(3) 研究成果の評価と管理 

教員の研究成果のデータベース化に向け、大学ホームページにて公開することを検討した。 

各学科の芸術作品及び知的財産の現状を調査し、整理を行った。 

 

 

[社会貢献] 

１ 地域社会との連携 

(1) 教育研究の成果の地域還元 

平成 18 年度の公開講座は次の通り。 ①「ガチンコ勝負 山田耕筰」②「英語で語ろう世界のあ

れこれ」③公開講座「美の文化遺産をめぐる旅、東へ西へ」④パソコン実習中級「プログラム、３

Ｄ（３次元）、画像編集の世界」 ⑤学外公開講座「気ままにデッサン」inはざま。 

地域巡回演奏会を豊後大野市と日田市にて開催した。別府古楽祭や大友フェスタ等で出前演奏会

を開催した。 
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地域に根ざした公開講座のあり方について検討した。大分市アートプラザホールにおいて学生に

よる企画展「げいたんび」を開催。５グループで50名以上の学生が出品した。 

毎月第二水曜日に学外者を対象にした｢詩の会｣を開催した。 

  

(2) 地域社会との連携推進 

大分市と本学との間に連携協定が締結した。さらに、由布市との間で由布市小中学校情報推進支

援業務委託契約が行われた。 

本学学生３人が大分市からITボランティアに任命された。18年度は富士見ヶ丘商店街のホームペ

ージを作成した。 

本学教員が近隣の地方自治体ならびに公共機関において、各種の審議会・委員会に参画し、政策

立案や企画実施の面で貢献したほか、各種講演会や演奏会に講師・審査委員として多数協力した。

また、大分県立芸術文化短期大学における不動産等の目的外使用承認基準を策定し、ホームペー

ジで周知を図るとともに、地域住民グループ等への利便を図った。 

 

２ 他の教育機関との連携及び国際交流 

(1) 他の教育機関との連携推進 

県立芸術緑丘高校と高大連携事業協定を締結した。また、小・中・高等学校からの教育実践上の

相談や教員の派遣等に協力した。 

 

(2) 国際交流の推進 

渡航経費抑制のため新しい海外留学先の開拓調査を実施し、オーストラリアのクイーンズラン

ド・インターナショナル・ビジネスアカデミーと協定を締結した。また、平成19年３月には韓国の

ソウル市立大学との協定締結を行った。 

「大学コンソーシアムおおいた」の事業第２回学生祭典「みんなのお祭り」では、本学学生がポ

スターとパンフレットのデザインを手がけた。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制 

(1) 運営体制の強化 
 

中期 

目標 

 理事長が強いリーダーシップを発揮し、弾力的かつ機動的な運営ができるよう体制の充実を図る。 

 法人の掲げる教育、研究及び社会貢献に関する基本的な目標を達成するため、運営方針を確立し、及びこれを効果的に実行するための運営体制を整える。 

 教員組織と事務組織の連携を強化し、一体的かつ効率的な組織運営を行う。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 学長を兼ねる理事長が、法人運営

及び教育研究の両面の責任者と

して強いリーダーシップを発揮

し、弾力的かつ機動的な運営を目

指す。 

 そのために、各理事の担当業務を

明確にし、理事長を補佐する体制

を強化する。 

○常勤理事（学内理事）は、事務局長、教務

学生部長及び図書館長等の職を兼ねるとと

もに、業務運営、教育研究及び社会貢献の

各分野を担当し、主要専門委員会の委員長

等として理事長の大学運営を補佐する。 

○常勤理事（学内理事）は、それぞれ事務局長、教務学生

部長及び図書館長の職を兼ね、事務局長は業務運営、教

務学生部長は教育研究、図書館長は社会貢献分野を担当

し、関係専門委員会の委員長として理事長の大学運営を

補佐する体制を整備した。 
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b 大学の教育、研究及び社会貢献活

動に対する方向性を明確にし、全

学的な運営方針を確立する。 

○中期計画、年度計画の策定により取組方針

を明確にするとともに、全教職員に明示し、

全学的運営を行う。 

○中期計画、年度計画を全教職員に明示し、取り組みを指

示した。年度計画の推進に当たっては、項目ごとに担当

部署を明確にし、９月末及び12月末の実施状況をとりま

とめ進捗状況の管理を行った。 
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c 理事会、経営審議会、教育研究審

議会及び教授会の役割分担を明

確にし、機能的な大学運営を図

る。 

○理事会、経営審議会、教育研究審議会及び

教授会については、定款や学則に定められ

たそれぞれの役割を十分に発揮するととも

に、相互の連携を図る。 

 

○理事会、経営審議会は各８回、教育研究審議会は12回、

教授会は16回開催し、それぞれ所管事項について審議決

定を行った。また、理事会等で決定された事項等につい

ては、教授会で全教員に周知され、全学を上げて取り組

む体制をとった。 
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d 学内の委員会を整理統合し、効率

的な運営を図る。 

e 教員と事務職員がそれぞれの専

門性をいかし、相互に補完しつつ

一体となって事業の企画、立案及

び運営を行う。 

○学内専門委員会を再編するとともに、各専

門委員会、ＦＤ推進会議などの主要機関等

に全教職員が参画し、教員、事務職員一体

となった運営に取り組む。 

○地域貢献委員会、自己評価委員会等新たな委員会を設置

するなど学内専門委員会の再編や進路支援室、ＦＤ推進

会議等組織の強化を図った。また、各専門委員会、主要

機関等に全教職員が参画し、教員、事務職員それぞれの

専門性を活かして業務を行う体制を整備した。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制 

(2) 学内資源の効果的配分 
 
中期 

目標 
 人員、予算等の学内資源は、全学的視点に立ち、効果的に配分する。 

 大学の教育、研究及び社会貢献活動において特に力を入れるべき重点領域に予算を集中的に配分する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 全学的かつ中長期的な視点に立

ち、大学の目標と重点領域に留意

しつつ、予算の編成及び配分と教

職員の配置を行うための仕組み

を整備する。 

b 大学予算の執行に当たっては、理

事長の裁量のもと、重点領域に集

中的に配分できるよう、柔軟に運

用できる財務の仕組みを構築す

る。 

○理事会等で中期目標達成に向けての予算編

成及び配分等の基本ルールを策定する。ま

た、予算執行に当たって、理事長のリーダ

ーシップが発揮できる裁量のあり方につい

て、検討を行う。 

 

○12月に平成19年度予算編成方針を決定し、予算の策定に

反映させた。また、予算配分について理事長のリーダーシ

ップが発揮できる費目として「教育振興費」を新設すると

ともに、教員研究費についてはこれまでの一律定額配分に

加え、理事長裁量による配分枠を設けた。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制 

(3) 学外有識者の登用 
 
中期 

目標  学外の有識者及び専門家を役員又は委員に積極的に登用し、運営の強化を図るとともに、地域に開かれた大学運営を推進する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 学外の有識者や専門家を理事、経

営審議会委員及び教育研究審議

会委員に登用し、経営のノウハウ

や教育研究上の専門的知見を大

学運営にいかす。 

○学外の有識者や専門家を経営、教育研究、

社会貢献分野から理事、経営審議会委員及

び教育研究審議会委員に登用し、経営のノ

ウハウや教育研究上の専門的知見を大学運

営にいかす。 

○学外の有識者や専門家を理事に３名、経営審議会委員に

４名及び教育研究審議会委員に１名を登用し、業務運営

や教育方針等の取り組みに活かした。 
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b 学外者を通じて、大学に対する社

会のニーズを把握し、業務への反

映を図るとともに、大学の活動や

成果を社会に周知する。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 人事の適正化 

(1) 人事制度 
 

中期 

目標 

教育研究に従事する教員の職務の特性を踏まえ、柔軟な勤務を可能とするため、勤務時間を弾力的に取り扱う。 

 地域社会への貢献等教員の積極的な学外活動の展開を支援するため、兼業について新たな承認基準を設定し、柔軟かつ適正に運用する。 

その他教職員の能力向上及び組織の活性化に資する人事制度を導入する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 教員がその職務特性にあわせて

弾力的に勤務できるようにする

ため、平成18年度から裁量労働

制を導入する。 

○全教員に裁量労働制を導入し、弾力的な勤

務による職務の効果的、効率的な執行を確

保する。 

○全教員に裁量労働制を導入し、業務の効果的・効率的な

執行により教員の利便を図った。 
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b 地域に開かれた大学として、教員

の積極的な学外活動を支援する

ため、大学の目的や勤務態勢に応

じた新たな兼業承認基準を設定

し、柔軟かつ適正に運用する。 

○新たな職員兼業規程を定め、教員の積極的

な学外活動を支援する。 

○これまでの兼業規制を大幅に緩和した新たな職員兼業規

程を定め、教員の自由な学外活動を推進した。 

 １ Ⅲ

  

c 教職員の能力向上並びに組織の

活性化を図るため、学外研修制度

を構築するとともに、教員に対す

る評価制度に基づいた任期制の

導入に向けて、他の大学等の状況

を調査検討し、大学の特性にあっ

た任期制を整備する。 

○教育研究審議会のもとで、任期制について

他大学等の状況を総合的、多角的に調査検

討する。 

○任期制について、他大学等の状況を調査した。 

 

１ Ⅲ
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 人事の適正化 

(2) 評価制度 
 
中期 

目標 
 業務に対する教員の意識・意欲及び能力を高め、大学の教育・研究等の質及び社会への貢献度を向上させるため、各教員の業績を多面的かつ適正に評価する制度を導入する。 

 事務職員に対する評価制度の導入についても、併せて検討を行う。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 教員に対する業績評価は、大学の

教育、研究、社会貢献活動及び組

織運営全般を対象とし、教育研究

活動の特殊性に配慮して評価項

目及び評価基準を作成するとと

もに、定期的に見直しを行う。 

b 評価結果を活用して、各教員の意

識・意欲及び能力の向上、ひいて

は大学の業務全般の改善と活性

化を図る。また評価結果は、研究

費の配分や給与、昇任等の処遇に

反映させる。 

c 業績評価制度は平成18年度から

導入する。 

○教育研究審議会のもとで、評価項目、評価

基準、評価手法などについて、他の大学等

の調査検討を行い、教員の意識・意欲及び

能力の向上に資する教員業績評価制度を導

入する。 

○教育研究審議会に作業部会を設け、他大学の制度につい

て調査検討を行い、教員業績評価制度を導入した。検討

途中で出た問題点については、19年度にワーキンググル

ープを設けて継続して審議を行い、よりよい評価制度を

構築することとした。 
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d 事務職員に対しても、他の大学や

企業の業績評価制度を踏まえつ

つ、勤務意識や能力の向上に資す

る制度の導入を検討し、整備を図

る。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 人事の適正化 

(3) 人材の確保 
 

中期 

目標 

 中長期的な観点から職員定数及び人件費を適正に管理する。 

 大学の教育研究等の質の向上及び効率的・効果的な運営を実現するため、教育研究組織及び事務局組織の業務内容や専門性に応じて、多様な方法により幅広い分野から優秀な人材を確保する。 

 業務内容や専門性に応じて、大学固有職員、県派遣職員、非常勤職員、人材派遣職員等を適切に配置し、人的資源を効果的に活用することで円滑な組織運営を図る。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト

自

己

評

価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 中長期的な観点に立って、教職員

の採用や育成に関する基本計画

を策定し、計画に沿って職員定数

及び人件費を適正に管理すると

ともに、大学の効果的な運営を促

進する。 

○目標期間における職員定数、職員の適正配

置、県派遣職員削減による事務職員採用、

その他多様な人材確保等に関する基本計画

を策定する。 

○目標期間における組織、職員定数、職員の適正配置、県派

遣職員削減による法人固有事務職員採用、その他多様な雇

用形態、評価制度、任期制、勤務形態等に関する人事基本

計画を策定した。 
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b 教職員の採用にあたっては、公募

を原則とし、性別、国籍等にとら

われない能力本位の選考を行う。 

c 実績のある社会人の雇用や客員

教授の活用など様々な方法によ

り、高度な専門性を有する人材を

登用する。 

d 事務組織の専門性の向上及び活

性化を図るため、業務の内容に応

じて、大学固有職員及び大分県か

らの派遣職員等を適切に配置す

るとともに、業務研修の充実や他

大学等との人事交流の実施を検

討する。 

e 県派遣職員は、業務運営の状況等

を勘案しつつ、段階的に縮減す

る。 

○19年度から１年制専攻科を２年制認定専攻

科に再編することに伴い18年度～19年度

に欠員となっている教員の採用を行う。教

職員の採用にあたっては、公募制とし、性

別、国籍等にとらわれない能力本位の選考

を行う。 

○教員の死亡、希望転出による欠員補充のため教員３名の採

用を実施した。２年制認定専攻科開設に伴う教員採用につ

いては、平成19年度採用に向けて検討を行った。 

 

１ Ⅲ
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項 

 
１理事長がリーダーシップを発揮できる運営体制の確立 

  公立大学法人の運営体制上の大きな特質は、理事長兼学長が強いリーダーシップを発揮し大学の

目標達成に向けて大学を牽引していくことであることから、これまでの組織を大きく再構築し、そ

の効果が発揮できる取組に努めた。 

(1) 機動的な運営組織への改編 

   組織については、これまでの教授会のほかに大学運営の重要事項を審議し決定する組織として理

事会、教育研究審議会、経営審議会を設置し、これらの主要機関の役割分担を明確にすることによ

り、迅速かつ柔軟な運営が行われるようになった。教授会は教育研究に関することに専念し、理事

会等で決定された事項等については、教授会で全教員に周知し、全学を上げて取り組んでいけるよ

う相互連携に力をいれた。 

  具体的には、学科長手当、専攻科手当等の新設、教員の昇任や採用等の人事、客員教授の委嘱、

専攻科入学料の減免見直しなど理事長のリーダーシップの元で行われた。 

さらに、地域貢献委員会、自己評価委員会等新たな委員会を設置するなど学内専門委員会の再編

や進路支援室、ＦＤ推進会議等の重点組織の強化を図るとともに、常任理事である事務局長、教務

学生部長、図書館長が業務運営、教育研究、社会貢献の各分野の責任者として指揮をとるなど理事

長の大学運営を補佐することによって、着実な実施が図られた。 

また、全教職員が各専門委員会、主要機関等に参画し、教員、事務職員それぞれがその専門性を

活かして一体となって業務に当たり、活気に満ちた運営が行われた。 

 

(2) 全学的な視点に立った学内資源の効果的配分 

財政面においては、「目標達成のための予算の重点化」、「スクラップ アンド ビルドによる創

意工夫による効率的・効果的な予算配分」、「一般管理費等の経費抑制」などを柱とする「予算編成

方針」を策定した。また、理事長のリーダーシップが発揮できる費目として「教育振興費」を新設

するとともに、これまで一律定額配分であった教員研究費に理事長の裁量による配分枠を設けたこ

とにより、目標達成にむけた重点的な予算配分が可能となった。 

 

(3) 学外有識者の登用による民間的発想の導入 

学外の有識者や専門家を理事に３名、経営審議会委員に４名及び教育研究審議会委員に１名を登

用し、業務運営や教育方針等の取り組みに活かすことによって、学外からみたこれまでの大学の姿

を知るとともに、経費節減や広報活動のノウハウなどを運営に活かすことができた。 

 

２教員の特性が発揮できる人事の適正化 

 教員については、地方公務員法の適用がなくなったことにより、柔軟でより自由な活動が可能と

なったことから、人事制度もそのメリットを活かしながら、教員の特性が十分に発揮できる制度の

構築に取り組んだ。 

(1) 柔軟な教員活動を支援する人事制度 

勤務形態については、全教員に裁量労働制を導入し、業務の効果的・効率的な執行により教員の

利便を図った。教員においては、授業、研究、学生指導、大学運営業務などが柔軟に対応できるこ

 

ととなり、より自由な計画が可能となった。また、年次休暇取得、超過勤務などの手続き事務も簡

易になり事務処理の効率化も図られた。教員の兼業については、これまでは公務員として様々な規

制があり、許可手続きも煩雑であったため、地域に出向いての演奏会や講演など思うように実施で

きないことが多く見受けられたが、これまでの兼業規制を大幅に緩和した新たな職員兼業規程を定

めたことにより、地域に貢献する大学として教員の積極的な学外活動が推進された。 

 

(2) 教員の意欲を醸成する業務評価制度の導入 

教育研究審議会に作業部会を設け、評価者、評価項目、評価基準、評価手法などについて、他の

大学等の調査検討を行い、教員の意識・意欲及び能力の向上に資する教員業績評価制度を導入した。

検討途中で出た問題点については、19年度にワーキンググループを設けて継続して審議を行い、よ

りよい評価制度を構築することとした。 

 

(3) 優れた人材の確保 

目標期間における組織、職員定数、職員の適正配置、県派遣職員削減による事務職員採用、その

他多様な雇用形態、評価制度、任期制、勤務形態等に関する人事基本計画を策定した。 

平成18年度は、教員の死亡、希望転出による教員３名の採用を実施した。採用に当たっては、原

則公募制であるが、単に同一分野の後任者を採用するのではなく、現在おかれている当該学科の将

来展望や教育方針等を十分検討して採用を行っている。今回は、情報コミュニケーション学科の法

学専攻の教員の後任として、映像編集、メディア・コミュニケーション分野の教員を採用し、情報

関係教育の強化を図った。２年制認定専攻科開設に伴う教員採用については、19年度採用に向けて

検討を行った。 

また、音楽、美術など芸術の各分野で優れた業績を上げ社会で活躍している者や、研究施設、企

業などの在職者又は在職した者で、特に学職経験上優れている者を客員教授として採用する制度を

設けた。、平成18年度は、大分県出身でチャイコフスキー音楽コンクールにて優勝し世界で活躍し

ているソプラノ歌手の佐藤美枝子氏を客員教授に委嘱することができた。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 事務等の効率化及び経費の抑制 

 

中期 

目標 

 法人の業務運営方法について全般的に見直し、管理費・運営費の抑制及び業務の効率化を徹底する。 

 事務処理の集中化、合理化及び簡素化を図るため、事務局の組織体制及び事務処理体制の見直しを行う。また、定期的に点検を行い、必要に応じて改善を行うことで、一層の効率化を図る。 

 経費抑制に対する教職員の意識改革を図り、法人運営費全体に占める一般事務費の縮減を図る。 

 外部委託等を有効に活用し、事務処理の効率化及び合理化並びに経費の節減を図る。 

 他の公立大学法人等との共同事務処理を検討する。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 業務運営方法全般を全学的に見

直し、効率的な大学運営に努め

る。 

b 事務の整理統合や決裁手続の見

直しを行い、迅速かつ効率的な事

務処理を行う体制を整備する。 

c 各種様式や申請・届出・許可等に

係る手続を見直し、事務処理の合

理化・簡素化を図る。 

d 定期的に事務処理体制を点検し、

点検結果や状況の変化に対応し

て効果的に業務を遂行する。 

○公立大学法人化に伴い、事務局組織のフラ

ット化等の改編を行うとともに、事務の整

理統合や決裁手続、各種様式や申請・届出・

許可等に係る手続の見直しやペーパーレス

化を推進する。 

○課制、係制を廃止し、事務局組織のフラット化を行い、

進路業務や学生確保に対する業務の人員強化や事務の整

理統合等の改編を行った。また、教務学生管理システム、

図書館システムの更新などによる事務の効率化、学内Ｌ

ＡＮ「デスクネッツ」の導入による情報の周知徹底、迅

速化、ペーパーレス化を推進した。 

 
１ Ⅲ

  

e 光熱水費、印刷消耗品費、通信運

搬費等の管理的経費の抑制につ

いては、目標を定めて全教職員に

効率的な運用を徹底する。 

○光熱水費、印刷消耗品費、通信運搬費等の

管理的経費については、削減対策を定めて、

教職員に周知徹底を行い、経費の抑制に努

める。 

○光熱水費は、削減目標５％を掲げ、夏季、冬季設定温度

の徹底等削減対策を定めて教職員に周知し、経費削減に

取り組んだ結果、対前年比10％の削減となった。また、

両面印刷の奨励、ミスコピーの再利用、宅配便と郵便経

費の比較利用等の推進による印刷消耗費、通信運搬費の

効率的執行に努めた。 

２ Ⅳ

    

f 発注・契約の内容に応じて、イン

ターネットによる発注、一括発注

や複数年度契約等、より合理的な

方法を検討し、経費の抑制を図

る。 

 

○経費削減が見込める契約については、一括

発注や複数年度契約等を導入する。 

○教務学生管理システム、図書館システムの一括発注や大

学案内等の印刷物や庁舎管理委託業務の複数年度契約等

を行い、経費抑制、事務の簡素化を図った。 

 
１ Ⅲ
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

g 定型的業務について、外部委託等

を活用して事務の効率化及び経

費の抑制を進めるとともに、大学

運営に係る企画立案などの専門

的業務に、重点的に人員を配置す

る。 

○雇用保険や社会保険の申請事務等を外部委

託し、事務の効率化を図る。 

○雇用保険や社会保険の申請事務等の外部委託を行い、事

務の質の向上と効率化を図った。 

１ Ⅲ 

  

h 事務職員採用など他の大学法人

と共同して実施した方が効率的

な業務について、共同処理の検討

を行う。 

○事務職員採用など共同して実施した方が効

率的な業務について、大分県立看護科学大

学と検討を行う。 

 

○19年度の事務職員採用業務について、大分県立看護科学

大学と共同実施について検討を行った。 

 

 

１ Ⅲ 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

(1) 外部研究資金の獲得 
 
中期 

目標  科学研究費補助金その他の外部研究資金を獲得するため、支援体制を整備し、全学的に取り組む。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 研究資金獲得に全学的に取り組

む。特に、科学研究費補助金につ

いては、積極的に獲得するよう努

める。 

○各学科・各教員において、科学研究費等の

申請を積極的に行う。また、教務学生部に

おいて、これまでの科学研究費等の申請・

採択状況を調査し、基礎資料とする。 

○教授会において科学研究費補助金の積極的な申請を教員

に要請し、平成18年度は計５件の申請があった。科学研

究費補助金については、過去５年間の申請・採択状況を

まとめ基礎資料を作成した。 

 

１ Ⅲ

  

b 企業や自治体との共同研究・受託

研究などに積極的に取り組み、外

部研究資金獲得を図る。 

c 外部研究資金獲得を支援するた

めに、研究助成金公募等の情報収

集や申請書類作成などを支援す

る体制を整備する。 

○これまでの企業等との連携や共同研究を各

学科で取りまとめて全学的な基礎資料を作

成する。また、今後の取組について教育研

究審議会で検討する。 

○学科ごとに過去5年間にさかのぼってこれまでの連携を

取りまとめ、今後の取組について検討を進めた。18年度

は、由布市との小中学校情報推進支援業務や竹田市との

史跡岡城ＣＧ作成業務の委託契約を締結し、外部研究資

金を得た。 

 

１ Ⅲ
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

(2) 自己収入の確保 
 
中期 

目標  経営の安定化を図るため、授業料等の学生納付金及び公開講座講習料等の受益者負担金については、適正な金額を定め、確実に収入する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 授業料、入学考査料、入学料、証

明料及び公開講座講習料等の額

は、受益者負担の観点から適正な

金額を定めるとともに、社会情勢

の変化に応じて適宜見直しを行

う。 

○授業料、入学考査料、入学料は、国立大学

法人の額を考慮し改訂を行うとともに、公

開講座講習料等の額については、必要経費

に基づき適正な負担を求める。 

○国立大学法人の額を考慮し、授業料、入学考査料、入学料

の改定を行った。 

また、必要経費を考慮した公開講座講習料や施設の利用料

を設定し、受講者や利用者に適正な負担を求めた。 

 

１ Ⅲ

  

b 授業料については、納入の簡素化

及び確実な収入を図るため、平成

18年度から口座引き落としを導

入する。 

○授業料については、口座引き落としを導入

し、滞納者には定期的に催告を行う。 

○授業料については、口座引き落としを導入し、滞納者につ

いて定期的に催告を行った。 

 
１ Ⅲ
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

３ 資産の適正管理及び有効活用 

(1) 資産の適正管理 
 
中期 

目標  法人の資産を全学的に運用・管理する仕組みを整備し、経営基盤の安定化を図る。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 授業料等学生納付金や運営費交

付金、研究資金等の金融資産につ

いて、管理ルールを策定し、適正

に管理する。 

○授業料等学生納付金や運営費交付金、研究

資金等の金融資産について、管理ルールを

策定する。 

○会計規程、会計事務取扱規程及び債権管理規程を策定し、

資金運用方針について検討を行った。 

 
１ Ⅲ

  

b 大学の土地、施設、設備等の固定

資産を、適正に維持管理するとと

もに、有効活用に努める。 

○大学の土地、施設、設備等の固定資産につ

いては、電算化を行うとともに、常に状況

を把握し、適正に維持管理する。 

○土地、施設、設備等については、固定資産管理システムを

導入し、電算化を行った。適時に資産の状況把握や償却額

の推移、将来のシミュレーションが可能となり、帳票の出

力も容易に行うことができるようになった。 

また、施設の使用状況等について調査し、効果的な使用に

ついて検討を行った。 

１ Ⅲ
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

３ 資産の適正管理及び有効活用 

(2) 資産の有効活用 
 
中期 

目標  大学の施設・設備を有効に活用し、社会への貢献を図る。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

 大学の土地、施設、設備等は、大

学運営に支障のない範囲で貸付

けを行うなど有効に活用し、地域

貢献を図る。 

○大学の土地、施設、設備等の貸付規程を策

定し、大学運営に支障のない範囲で貸付け

を行い、地域住民への利便を図る。 

○大分県立芸術文化短期大学における不動産等の目的外使

用承認基準を策定し、公共的団体や地域住民グループ等

への貸付けを行った。 

 

１ Ⅲ 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項 

 
１事務等の効率化及び経費の抑制 

  財務会計は公会計から企業会計に移行し、経営努力が直接大学の収支に反映するため民間的経営

感覚を導入し、業務の効率化や支出の削減などに取り組んだ。 

(1) 事務等の効率化 

課制、係制を廃止し、事務局組織のフラット化を行い、進路業務や学生確保に対する業務の人員

強化や事務の整理統合等の改編を行った。 

教務学生管理システム、図書館システムを更新し、学生の受講科目の申請や教員による成績の入

力の電算化、授業料の口座引き落とし制度の導入などよる事務の迅速化・効率化が図られた。学内

ＬＡＮ「デスクネッツ」の導入による情報の周知徹底、迅速化、ペーパーレス化を推進した。 

雇用保険や社会保険の申請事務や労働契約にかかる相談等を社会保険労務士に委託を行い、事務

の質の向上と効率化を図った。 

 

(2) 経費の抑制 

光熱水費は、削減目標５％を掲げ、夏季、冬季設定温度の徹底による冷暖房費の抑制、昼休み時

の不要電灯の消灯等削減対策を定めて教職員に周知するとともに、毎月の教授会では17年度との増

減を示し、コスト意識の醸成を図った。その結果、目標値の２倍の10％の削減を実現できた。 

また、両面印刷の奨励、ミスコピーの再利用、宅配便と郵便経費の比較利用等の推進による印刷

消耗費、通信運搬費の効率的執行に努めた。 

教務学生管理システムと図書館システムについては、それぞれ別々の会社への委託契約を行って

いたが、今回の更新に当たり、コストを上げずに機能の強化する必要があることから、プロポーザ

ル方式による一括発注を行い経費の抑制を図った。また、入学希望者への広報誌である大学案内や

入試募集要項については、デザインやレイアウト等の重要性に鑑み、プロポーザルによる複数年契

約とし、庁舎管理委託業務についても複数年度契約等を行い、経費の抑制、事務の省力化を図った。

 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

  公立大学法人は営利を目的としていないが自己収入が財源の大きな部分を占めることから確実な

収入確保に努めた。 

(1) 外部研究資金の獲得 

科学研究費補助金については、教授会において積極的な申請を教員に要請し、平成18年度は計５

件の申請があった。過去５年間の申請・採択状況をまとめ基礎資料を作成した。 

また、企業や自治体との共同研究や事業連携を進めるため、学科ごとに過去５年間にさかのぼっ

てこれまでの連携状況を取りまとめ、今後の取り組みについて検討を進めた。 

18 年度は、由布市との小中学校情報推進支援業務や竹田市との史跡岡城ＣＧ作成業務の委託契約

を締結し、外部研究資金を得た。 

(2) 自己収入の確保 

学生納付金は受益者負担の観点から適正な金額を定める必要があることから、国立大学法人の額

を考慮し、18年度に授業料、入学考査料、入学料の改定を行った。 

また、授業料については、口座引き落としを導入し、滞納者については定期的に催告を行うこと

により、確実な収入確保と事務の省力化を図った。 

公開講座講習料は、広報用のチラシ作成料や資料代等の必要経費を考慮した金額を設定し、受講

者に負担を求めた。 

 

３ 資産の適正管理及び有効活用 

土地、施設、設備等については、固定資産管理システムを導入することにより、適時に資産の状

況把握や償却額の推移、将来のシミュレーション等資産管理を容易に行うことができるようになっ

た。 

また、資産の有効活用の一つとして、グラウンドや音楽ホール、講義室等の大学施設について、

大学の公開と地域への貢献の観点から貸付規程を定め、公的施設の利用料等を参考にした利用料で

公共的団体や地域住民グループ等への貸付けを行った。 

自転車置場に放置されていた自転車の廃棄処分を行い、施設の有効利用を図った。 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 自己点検及び自己評価の充実 

(1) 自己点検及び自己評価の実施 
 
中期 

目標 
 法人の掲げる目的の達成に向けて、教育、研究、社会貢献及び組織運営を常に改善していくため、中期計画及び年度計画の達成状況について、毎年度自己点検及び自己評価を行い、大分県地方独立行政法人評価委

員会による第三者評価を受ける。 
 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 大学が実施する教育研究活動及

び法人の組織運営の状況につい

て、目標・計画の達成状況や成果

を検証し、絶えず改善を図るた

め、自己点検・自己評価を実施す

る。 

b 自己点検・自己評価は、大学の教

育、研究、社会貢献の状況及び法

人組織の管理運営状況に対して、

大学全体を対象に実施する。 

○年度計画の実施状況について、自己評価委

員会において点検、評価を実施し、点検・

評価の結果明らかになった問題点は、検討

の上、来年度の改善計画で着実に実施する。

○年度計画については、９月末及び12月末の実施状況をと

りまとめ、進捗状況の管理を行うとともに、1月、２月及

び３月に自己評価委員会で点検、評価を行い、19年度計

画の策定に反映させた。 

また、３年ごとに実施している本大学独自の自己点検・

評価を19年度に実施することを決定し、実施組織を設置

した。 

１ Ⅲ
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 自己点検及び自己評価の充実 

(2) 評価結果の活用 

 
中期 

目標  自己点検及び自己評価並びに第三者評価の結果を公表するとともに、大学の活動及び組織運営の改善のために活用する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 自己点検・自己評価及び外部評価

(大分県地方独立行政法人評価委

員会による評価)の結果は、報告

書等により学内外に公表する。 

      

b 点検・評価の結果明らかになった

問題点は、検討の上改善計画を策

定し着実に実施する。 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進 

 
中期 

目標  公立大学法人として、県民をはじめ社会への説明責任を果たすため、大学の教育研究活動・社会貢献の成果及び運営の状況に関する情報を積極的に公開する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 大分県情報公開条例及び大分県

個人情報保護条例に基づき関係

規程を整備し、情報公開請求に適

切に対応していく。また、情報公

開を促進する学内の体制を確立

する。 

○県条例に基づき、情報公開規程及び個人情

報保護規程等を策定する。 

○情報公開規程及び個人情報保護規程等を策定した。 

 

１ Ⅲ

  

b 大学の活動及び法人運営の状況

について、各種メディアへの発

表、ホームページへの掲載及び報

告書の作成等により、県民、学生、

受験生など広く社会へ公開する。 

○広報委員会において、ホームページの全面

リニューアル、広報紙「エピストゥラ」の

充実等を行い、情報公開に努める。 

○４月に大学ホームページの全面リニューアルを行い、大

幅にコンテンツを拡充した。また、新着情報等を積極的

に発信しており、教員の活動状況のＷｅｂ化についても

さらに検討することとした。広報紙「エピストゥラ」は

編集長専任制を実施し、オープンキャンパス時や高校訪

問時に配布した。 

 

１ Ⅲ

    

c 教育研究の成果は、データベース

化を促進し、公開する。 

○教育研究審議会において、教育研究の成果

の電算化を検討する。 

○教員の研究成果を大学ホームページにて公開することを

検討した。 

 

１ Ⅲ

  

d 役員、財務運営状況や中期目標・

中期計画等の法人情報をホーム

ページに掲載し公開する。 

○ホームページに「法人情報」枠を設けて、

法人関係情報を分かりやすく公開する。 

○ホームページに「法人情報」枠を設けて、11の項目ごと

に法人関係情報を公開した。 １ Ⅲ

  

e 学内行事や学生及び教職員の活

動について、メディアへの積極的

な情報提供や、報告書・各種印刷

物等の作成を行い、広報・公開に

努める。 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

 
 

１ 自己点検及び自己評価の充実 

１年間の大学の取り組みについて効果的な自己点検、評価を行うため、年度計画の９月末及び12

月末の実施状況をとりまとめ、進捗の遅れている項目等については教育研究審議会や各専門委員会

に実施を促した。1月、２月及び３月に自己評価委員会で点検、評価を行い、19年度計画の策定に

反映させた。 

また、３年ごとに実施している本大学独自の自己点検・評価を19年度に実施することを決定し、

実施組織を設置した。 

 

２ 情報公開の推進 

これまでの閉ざされた大学から社会に開かれた大学へと移行していく中で、情報の積極的な発信

は、最も重要な取り組みとなる。そのため、大学情報の積極的な公開を推進するため、基盤となる

規程（情報公開規程及び個人情報保護規程）を策定し、大学の透明性を確保する体制を整えた。 

情報の発信媒体としては、大学ホームページの全面リニューアルを行い、「法人情報」枠を設け

るなど大幅にコンテンツを拡充した。ホームページ担当教員が新着情報等を積極的に発信してお

り、教員の活動状況のＷｅｂ化についてもさらに検討することとした。 

また、17年度から発行している広報紙「エピストゥラ」は編集長専任制として、内容の充実を図

り、オープンキャンパス時や高校訪問時等に配布した。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設・設備の整備・活用 

 
中期 

目標  法人の掲げる教育、研究及び社会貢献に関する基本的な目標を達成するため、長期的な展望の下、施設・設備の整備・活用計画を策定する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 既存の施設及び設備を最大限有

効に活用しつつ、大学の将来像を

見据えて長期的な整備計画を策

定する。 

b 計画策定に当たっては、施設等の

安全性・信頼性の確保、教育研究

環境の充実、すべての人にとって

利用しやすいキャンパスの実現

及び学内外の環境や景観への影

響に留意する。 

○長期整備計画に向けて、既存施設

等の現状調査を行う。 

○既存施設等の現状調査を実施した。 

また、緊急を要する施設については修繕等行うとともに、施設の使

用状況等について調査し、効果的な使用について検討を行った。 

 

１ Ⅲ
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

２ 大学の安全管理 

 
中期 

目標  学内における事故や犯罪及び災害の発生を未然に防止し、安全・安心な教育研究環境を実現するために、安全衛生管理体制及び防災・防犯体制を整備する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 労働安全衛生法その他の関係法

令等に基づき、安全衛生に関する

必要な規程を整備し、着実に実施

する。 

○職員安全衛生管理規程を策定し、衛生委員

会のもとで着実に実施する。 

○職員安全衛生管理規程を策定した。 

衛生委員会では、健康診断の受診の徹底と健康診断結果

による学校医の面接指導を実施し、健康管理に関する啓

発に努めた。 

１ Ⅲ

  

b 事故、犯罪、災害の発生時に、学

生及び教職員の生命並びに大学

施設、設備、財産を保全し、被害

を最小限とするために、対策マニ

ュアルを整備し、教職員に周知徹

底する。 

○防災・防犯等対策マニュアルを策定し、学

生及び教職員に周知徹底するとともに、実

地訓練、研修会等を実施する。 

○防災・防犯等対策マニュアルを策定し、10月に学生、教

職員参加による地震を想定した防災訓練を実施した。 

また、新入生のオリエンテーションや学科ごとに警察官

による防犯講話を実施し学生の安全確保に努めた。 

 

１ Ⅲ

  

c 大学の施設、設備に対する日常的

な点検を実施し、安全性の維持及

び危険箇所の早期発見に努める。 

○委託警備業者による日常的な点検を実施す

るとともに、春期休暇、夏期休暇、冬期休

暇の終了後、学生の登校が始まる前に、総

合的な点検を行い、大学の施設、設備の危

険箇所の早期発見及び安全性の維持に努め

る。 

○委託警備業者に依頼し、建物、設備等の危険箇所の点検、

外部からの不審者のチェックなどを常時実施するととも

に、長期休暇あけ前の学内の総合点検、台風、大雨等に

備えた緊急点検を行い、危険箇所の早期発見、修繕整備

を実施した。 

 

１ Ⅲ

  

d 危険物や施設、設備、器具等の管

理及び使用に関するマニュアル

の整備並びにその遵守を徹底し、

事故防止に努める。 

  

  

    

e 情報セキュリティに関するガイ

ドラインを設け、定期的に研修を

実施するなどして、教職員の情報

保護意識を向上させる。また学生

に対して、個人情報の流出や各種

サイバー犯罪による被害を防止

するため、情報セキュリティ教育

や啓発活動を実施する。 

○情報メディア委員会で情報セキュリティに

関するガイドラインを策定し、教職員研修

を実施するとともに、学生に対しては情報

関連科目において、情報セキュリティ教育

を行う。 

○情報セキュリティガイドラインを策定し、全教職員に研

修を実施した。学生への教育は一般教養科目として情報

機器基礎演習を設けて実施している。 

 
１ Ⅲ
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進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

f 学生及び教職員の防災・防犯意識

の向上を図るために、定期的に安

全教育を実施する。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

３ 人権啓発の推進 

 
中期 

目標  学生及び教職員の人権意識の向上を目指した取組を積極的に実施する。 

 

進行状況 

中期計画 年度計画 実施状況 
ウェ

イト 自己

評価

委員会

評価

評価委員会コメント 

a 人権侵害に対する相談、啓発、問

題解決などに全学一体となって

取り組むための組織を整備する。 

○セクハラ等人権侵害防止委員会、人権相談

室を中心に、人権侵害に対する相談、啓発、

問題解決などに全学一体となって取り組

む。 

○セクハラ等人権侵害防止委員会、人権相談室を中心に、

県の実施する人権研修会やヒューマンフェスタに参加し

たほか、人権広報番組への教員出演、大学ホームページ

の学内専用ページにおける人権相談室のページを更新

し、セクハラに対する対応方法を記載する等により人権

啓発に取り組んでいる。 

また、セクシュアル・ハラスメント及び人権問題に関す

る実態調査を実施した。 

１ Ⅲ

  

b 学生及び教職員の人権意識の向

上並びに学内における各種ハラ

スメント行為等を防止するため、

研修会や講演会等を実施する。 

 学生に対する人権教育を充実す

るためのカリキュラムを整備す

る。 

○教職員に対する人権研修会等を実施する。

また、学生に対する人権教育を充実するた

め、人権に関する科目を設ける。 

○教職員に対する専門家による人権研修会を実施した。 

学生に対しては、新入生オリエンテーションにて、新入

生に対する人権講話を実施するとともに、人権に関する

科目として6科目を設置、さらに障がい者による特別講

演会を開催した。 

また、ＮＰＯ法人あしなが育英会の募金活動やＮＰＯ法

人おおいた子ども劇場の子どもキャンプ等のボランティ

ア活動への参加や手の不自由なバイオリン専攻学生のコ

ンサート出演の支援を通して、人権教育を推進した。 

 

１ Ⅲ
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Ⅴ その他業務運営に関する特記事項 

 
 

１ 施設・設備の整備・活用 

当大学は、建設から 30 年を超える建物が多く、整備を行わなければならない時期にきている。

そのためには、県の適切な財政支援が必要ではあるが、法人においても予算の許す範囲で修理を

行っていく必要があることから、既存施設等の現状調査を実施した。 

また、美術棟の雨漏り防止工事や認定専攻科設置による実習室の改修など緊急を要する施設につ

いては修繕等行うとともに、施設の使用状況等について調査し、効果的な活用について検討を行っ

た。 

 

２ 大学の安全管理 

社会のあらゆる面で安全性の確保が問題となっている現在、大学における学生の安全対策は重要

な課題の一つであることから以下の取り組みを行った。 

地震、火災、暴風雨などを想定した防災・防犯等対策マニュアルを策定した。10月には実地訓練

として学生、教職員参加による地震を想定した防災訓練を実施した。 

また、新入生のオリエンテーションや学科ごとに警察官による防犯講話を実施するとともに、委

託警備業者に依頼し、建物、設備等の危険箇所の点検、外部からの不審者のチェックなどを常時実

施している。長期休暇あけ前、台風、大雨の際には緊急点検を行い、危険箇所の早期発見、修繕整

備を実施し学生の安全確保に努めた。 

健康管理の面では全学生への健康診断の実施、ＡＥＤの設置を行った。 

教職員に対しては、職員安全衛生管理規程を策定し、衛生委員会を中心に、健康診断の受診の徹

底と健康診断結果による学校医の面接指導を実施し、健康管理に関する啓発に努めた。 

ＩＴに関する安全対策としては、情報セキュリティガイドラインを策定し、全教職員に研修を実

施した。学生への教育は一般教養科目として情報機器基礎演習を設けて実施している。 

 

３ 人権啓発の推進 

   大学における教授の学生に対するセクハラ問題が報じられる中、人権に対する教職員の啓発の強

化に努めた。 

セクハラ等人権侵害防止委員会、人権相談室を中心に、教職員に対する専門家による人権研修会

を実施したほか、県の実施する人権研修会やヒューマンフェスタに参加した。人権広報番組への教

員出演、大学ホームページの学内専用ページにおける人権相談室のページを更新し、セクハラに対

する対応方法を記載する等により人権啓発に取り組んだ。 

また、セクシュアル・ハラスメント及び人権問題に関する実態調査を実施した。 

学生に対しては、新入生オリエンテーションにて、新入生に対する人権講話を実施するとともに、

人権に関する科目として６科目を設置、さらに目の不自由な障がい者による特別講演会を開催した。

また、ＮＰＯ法人あしなが育英会の募金活動やＮＰＯ法人おおいた子ども劇場の子どもキャンプ

等のボランティア活動への参加や手の不自由なバイオリン専攻学生のコンサート出演の支援を通し

て、人権教育を推進した。 
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Ⅵ 予算、収支計画及び資金計画 

 
  財務諸表及び決算報告書を参照 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額 

 

中期計画 年度計画 実施状況  

1 短期借入金の限度額 

 １億円 

2 想定される理由 

 運営費交付金の受入時期と資金需

要との期間差及び事故の発生等に

より緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることを想定する。 

1 短期借入金の限度額 

 １億円 

2 想定される理由 

 運営費交付金の受入時期と資金需要との期

間差及び事故の発生等により緊急に必要と

なる対策費として借り入れることを想定す

る。 

○短期借入金の実績なし  

 
 
Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中期計画 年度計画 実施状況  

 

なし 

 

なし 

 

なし 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中期計画 年度計画 実施状況  

決算において剰余金が発生した場

合は、教育研究の質の向上及び組

織運営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は、教

育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

なし  
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Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実施状況  

なし 

(注)中期目標を達成するために必要

な業務の実施状況を勘案した施

設・設備の整備や老朽度合等を勘

案した施設・設備の改修等が追加

されることがある。 

なし なし  
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Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

２ 人事に関する計画 
 

中期計画 年度計画 実施状況  

a 裁量労働制、任期制など、教育研

究に従事する教員の勤務特性を踏

まえた人事制度を導入する。 

○全教員に裁量労働制を導入し、弾力的な勤

務による職務の効果的、効率的な執行を確

保する。 

○全教員に裁量労働制を導入し、業務の効果的・効率的な執行により教員の利便を図

った。 

 

 

b 教職員の採用及び育成に関する基

本計画を策定し、計画に沿って職

員定数及び人件費を適正に管理す

る。 

○新たな職員兼業規程を定め、教員の積極的

な学外活動を支援する。 

○これまでの兼業規制を大幅に緩和した新たな職員兼業規程を定め、教員の自由な学

外活動を推進した。 

 

 

c 業務の内容に応じて大学固有職

員、大分県からの派遣職員及び人

材派遣職員等を適切に配置する。 

○教育研究審議会のもとで、任期制について

他大学等の状況を総合的、多角的に調査検

討する。 

○任期制について、他大学等の状況を調査した。 

 

 

d 大学の効果的な運営に努め、大分

県からの派遣職員は業務運営の状

況等を勘案しつつ段階的に縮減す

る。 

○目標期間における教職員定数、教職員の適

正配置、県派遣職員削減による事務職員採

用、その他多様な人材確保等に関する基本

計画を策定する。 

○目標期間における組織、職員定数、職員の適正配置、県派遣職員削減による法人固

有事務職員採用、その他多様な雇用形態、評価制度、任期制、勤務形態等に関する

人事基本計画を策定した。 

 

 

 
                                                                （参 考） 

項  目 平成１８年度 

(1) 常勤職員数 
(2) 任期付職員数 
(3)  ① 人件費総額（退職手当を除く） 
② 経常収益に対する人件費の割合 
③ 外部資金により手当した人件費を 
 除いた人件費 
④ 外部資金を除いた経常収益に対する 
 上記③の割合 
 
⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間

として規定されている時間数 

            61人 
               0人 

632,681,170円 
69.2 % 

 
632,681,170円 

  
            69.7 %  
   
            40時間 
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Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

３ 法第40条第4項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実施状況  

 
なし 

 
 

 
なし 

 

 
 
Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

 

中期計画 年度計画 実施状況  

 
なし 

 
 

 
なし 
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◎ 別表（学部の学科、研究科の専攻等） 

 
 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) 

（名）

(b) 

（名）

(b)／(a)×100 

（％）

 
美術科 

 美術専攻 
 デザイン専攻 
 
音楽科 

 声楽専攻 
 器楽専攻 
 
国際文化学科 

 

情報コミュニケーション学科 

 

 

  学科合計 

 
 
専攻科 

 美術専攻 
 音楽専攻 
 
 

 
      １５０ 
    ５０ 
   １００ 
 
      １３０ 
    ６０ 
    ７０ 
 
   ２００ 

 

   ２００ 

 

 

   ６８０ 

 
 
        ２７ 
    １５ 
    １２ 

 
      １６３ 
    ５９ 
   １０４ 
 
      １５１ 
    ７２ 
    ７９ 
 
   ２２６ 

 

   ２３０ 

 

 

   ７７０ 

 
 
        ３６ 
    ２０ 
    １６ 

 
      １０８.７ 
   １１８.０ 
   １０４.０ 
 
      １１６.２ 
   １２０.０ 
   １１２.０ 
    
   １１２.５ 

 

   １１５.０ 

 

 

   １１３.２ 

 

 

      １３３.３ 

   １３３.３ 
   １３３.３ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○計画の実施状況等 

（定員充足率について） 

 

・学科の定員充足率 

全体で 113.2％、学科別に見ると美術科の 108.7％が最も低く、音楽科の116.2％が最
も高くなっている。 

各学科とも定員を上回っているが、適切な教育を行うことができる範囲であり支障

はない。 

 

・専攻科の定員充足率 

美術専攻、音楽専攻ともに、133.3％で３割を超えている。これは２年間の修学では

短く、更に高いレベルの技術を習得したいと考えている学生が多く、成績も優秀であ

ることから指導可能な範囲で受け入れている。 

19 年度からは 2年制認定専攻科（造形専攻 15 名、音楽専攻 15 名）となり、入学希

望者が更に増加している。 

 


